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午前１０時００分 開議

○議長（舩見亮悦君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、２日目の本会議を開き

ます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

８番太田博之議員の登壇を願います。

○８番（太田博之君） おはようございま

す。８番みさわ未来の太田博之でございま

す。

それでは、早速通告に従いまして一般質問

をさせていただきます。

はじめに、教育問題、三沢市小学校社会副

読本について伺います。

まず、なぜこの問題を取り上げたのか、そ

のきっかけから入りたいと思います。

私は、ソーシャルネットワークのフェイス

ブックを利用して２年半ほどになります。現

在では友達も３８０人ほどとなり、全国の友

人たちと多様な情報を共有しながら、毎日楽

しいソーシャルネットライフを満喫していま

す。

そうした中、フェイスブック上で、自由民

主党のひげの隊長で有名な佐藤正久参議院議

員で現防衛政務官の投稿を目にいたしまし

た。その投稿した内容を原文のまま、ここで

御紹介したいと思います。

「「沖縄に在日米軍全体の施設面積の約７

４％が集中」、これは毎日朝刊の社説の一節

だ」。毎日朝刊というのは、毎日新聞の朝刊

のことであります。「よく言われるがこれは

事実ではない。７４％は米軍専用施設の割合

であって、その分母に岩国や三沢、佐世保、

横田、岩国、横須賀等の自衛隊との共有米軍

施設は入っていない。共用施設を入れると在

沖米軍施設は約２３％」。

例えば、三沢の米軍基地は広大ですが、そ

のうち自衛隊の使用部分は約３％にすぎな

い。その三沢基地は、共有施設のため７４％

の分母には含まれません。沖縄の基地負担軽

減は実行しないといけませんが、過度な誇張

はすべきではないと思います。これが内容で

す。

私は、正直、三沢基地等の施設面積が分母

に入っていないことを知りませんでしたの

で、早々調べてみると、佐藤政務官の言うと

おりでありました。基地を抱える三沢市の議

員として、もっと勉強しなければならないと

反省をいたしました。

そしてそのとき、ふと、この基地のまち三

沢市では、子供たちに基地のことが一体どの

ような視点で教えておられるのか気になりま

した。早速次の日、教育委員会へ行って、三

沢市の小学校副読本を借りてまいりました。

はじめて見る方もいらっしゃると思います

が、これが三沢市の小学校３、４年生が社会

科の授業で使用する副読本であります。

副読本とは、授業で教科書に準じて用いら

れる補助的な図書のことで、各自治体におい

て教育委員会が編集し、地域の文化や歴史、

さらには、生活様式の変化などを紹介すると

と同時に、郷土愛を育むことを目的に作成さ

れたもので、いわゆる三沢市を教える図書で

あります。

私は、この３冊全て読んでみました。これ

年代順にあるのですけれども、最新から、古

いのから、三つ借りて読んでみました。読ん

で、正直驚きました。

一番手元にある古い、昭和６３年９月発行

の副読本には、２ページにわたり、アメリカ

軍と三沢市の移り変わり、アメリカ軍の歴史

と題して、主に、アメリカ軍基地建設の仕事

で全国から１万５,０００人が集まって、昭

和２０年時の人口１万３４１人が昭和２３年

には２万７,１２７人になったことで、まち

が大きく変わっていったことを紹介していま

す。

その後、平成４年３月に改めて発行された
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副読本から、最新の平成１６年３月発行、改

訂版を含め、これまで約２０年間、三沢市を

教える副読本から、年表に記されている以

外、三沢基地の文字が消滅をいたしました。

さらに、悲しいことに、基地に触れていな

いことが原因なのかわかりませんが、子供た

ちが日常から日米交流イベントとして楽しみ

にしている航空祭やアメリカンデーなどは、

調べてみようと題して、それぞれ小さな写真

が１枚ずつ掲載されているだけで、これま

た、説明などの記述が１行もありません。

御承知のとおり、航空祭やアメリカンデー

は、三沢市ならではのイベントとして全国か

ら注目され、相当数の集客を有する、三沢市

や日本を代表する国際交流イベントでありま

す。そして、その経済効果ははかり知れませ

ん。先生たちは一体どのように教えていらっ

しゃるのでしょうか。

私は、これまでの副読本について、これ以

上は申しませんが、インターネットや携帯電

話、タブレット端末が急激に発展する情報化

社会にあって、今後の副読本のあり方を見直

していただきたいのであります。

三川目や四川目、浜三沢地区の集団移転の

ことはもちろん、子供たちが通っている学校

や体育施設、さらには、新築された三沢病院

建設等をはじめ、市内のインフラ整備にどれ

だけの基地交付金が使用されているのかな

ど、基地とのかかわり合いの中で、先人たち

が、まさに苦渋の選択という決断の中で築き

上げてきた三沢市の歩みを、真っ正面から向

き合っていくことが今求められているのだと

思うのであります。

もちろん、騒音問題や戦闘機の墜落事故等

の不安をはじめ、基地を容認しない市民の

方々も決して少なくないことももちろん承知

をしております。だからこそ、避けて通れな

い存在なのだと思うのであります。

そこで、お伺いいたします。この三沢市を

どうしたら正しく伝えられるのか、将来の子

供たちに私たち大人が何ができるのか、この

まちで生まれ、このまちで生きていくのだと

思ってもらうための教育、市長の掲げる基地

との共存共栄という理念のもとで、「人とま

ち みんなで創る 国際文化都市」を実現す

るに当たり、三沢市の副読本を考えたとき、

今後の副読本のあるべき姿について、当局の

お考えをお伺いいたします。

次に、２点目、環境問題、三沢市清掃セン

ターにおける現状と整備計画について伺いま

す。

三沢市清掃センターは、昭和５５年３月竣

工から既に３３年経過しており、焼却施設等

の補修工事費も毎年増加傾向になっており、

ここ数年は、毎年８,０００万円から９,００

０万円を費やしている状況が続いておりま

す。

そこで、お伺いいたします。今後、三沢市

清掃センターの施設延命を図るための計画

や、新たな建設をする計画等があるのか、伺

うものであります。

次に、３点目、民生問題、後期高齢者医療

制度について伺います。

日本の高齢者医療は、国の医療制度改革に

より、平成２０年４月１日から、それまでの

老人保健制度にかわって、後期高齢者医療制

度が始まりました。この制度の大きく異なっ

ている点は、老人保健法による老人医療制度

では、他の健康保険等の被保険者資格を有し

たまま老人医療を適用したことに対し、後期

高齢者医療制度では、７５歳以上、いわゆる

適用年齢者になると、現在加入している国民

健康保険や健康保険組合を脱退し、後期高齢

者だけの独立した保険に組み入れられるとい

う点や、徴収方法が年金からの天引きが基本

となっていることなどが挙げられます。

そうした中、既に後期高齢者医療制度が施

行され５年が経過するわけですが、発足間も

なくして、後期高齢者という名称や、７５歳

から区切る意義が不透明という理由などか

ら、制度の廃止の動きが多方面からありまし

たが、老人保健制度の復活は、全国自治体や

医療関係者の反対が強いため、現実的ではな

いとしながら現在に至っております。
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そこで、お伺いいたします。これまでの後

期高齢者医療制度の見直しに向け、検討され

てきた経緯はどのようなものであったのか。

また、今後見直しがされた場合は、加入者に

対し、どのように対応していくお考えなの

か。そして、三沢市の後期高齢者医療制度の

加入者の数と、保険料の徴収率はどのように

なっているのかも、あわせて伺うものであり

ます。

最後に、前回の定例会でも提案させていた

だきましたゼロ予算事業の第２弾として、行

政問題、行政財産使用許可について伺いま

す。

市長は、提案理由の説明の中で、当市の財

政状況について、「歳入については市税等の

自主財源や、地方交付税を含む、いわゆる依

存財源においても大幅な増加を見込むことが

できず、先々の見通しが極めて不透明となっ

ていること等から、依然として厳しい財政環

境に置かれている」と述べられました。まさ

に人口減少の進む中、少しでも自主財源をふ

やす手だては急務となっております。

そうした中、市の行政財産は、これまで収

益を上げることを前提とした活用をできな

かったものが、平成１８年の地方自治法の改

正により、行政財産の貸し付け範囲が拡大さ

れました。

これまで、市所有施設における飲料などの

自動販売機の設置のほとんどが、設置者から

の行政財産の目的外使用許可申請を受け、市

が許可をし、その占有面積分の財産使用料と

電気代などの経費を徴収しておりました。ま

た、その設置者へは、別途委託契約している

自動販売機業者から、売上高に応じて手数料

が支払われているのが現状であります。

しかし、改正後は、庁舎その他の建物の床

面積に余裕がある場合は、その部分を第三者

に貸し付けることができるようになりまし

た。

この改正を受けて、自動販売機の設置を許

可から貸し付けに変更する動きが全国へ広

がっていると同時に、設置者を決める際に競

争入札を実施し、最も高い貸付料を提示した

事業者に自動販売機の設置場所を貸し付ける

仕組みを導入する自治体が急増しておりま

す。

大阪府では、改正前に比べ、収入が何と５

５.７倍となったほか、長野県佐久市におい

ても１７.４倍となるなど、導入した自治体

によっては１０倍以上の収入を得ている事例

も多々ございます。

そこで、お伺いいたします。現在、三沢市

の公共施設での自動販売機の設置台数は８５

台で、財産使用料と電気料などで、昨年度は

３１７万４,０００円の収入になっていると

聞いておりますが、当市においても、自主財

源確保の手段の一つとして、また、ゼロ予算

事業の一環として、自動販売機の設置につい

て、貸付制度並びに競争入札の導入を図るべ

きと考えますが、今後の対応について伺いま

す。

以上で、私の質問を終わります。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの８番太田

博之議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの太田議員さん御質問の環境問題

については私から、その他につきましては担

当部長からお答えをさせますので、御了承願

いたいと思います。

三沢市清掃センターの焼却施設は、１日当

たり５０トンの処理能力を持った施設とし

て、議員おっしゃるように、昭和５５年３月

に竣工したわけであります。平成４年１２月

には、それまでの８時間運転から１６時間運

転の準連続式への改造工事が竣工しまして、

１日当たり１００トンの処理能力を持つ施設

となったわけであります。

さらに、平成９年、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律施行規則の改正に伴い、平成１

４年３月に、いわゆるダイオキシン類恒久対

策工事が竣工しまして、１日当たりの処理能
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力を８５トンの施設として、現在に至ってい

るわけであります。

平成２０年度には、焼却施設の状況や処理

能力の状況を把握しながら、適正な施設の管

理運営のための資料を得ることを目的とし

て、三沢市清掃センター精密機能検査を実施

しております。その検査報告書に基づき、平

成２１年度から、焼却施設の延命化を図るた

め、順次補修工事や修繕を行っております

が、施設の老朽化に伴い、工事費は、議員御

指摘のとおり、平成２１年度から毎年約６,

０００万円から９,０００万円の補修工事費

を費やし、新年度におきましても約９,００

０万円の予算計上をさせていただいていると

ころであります。

このような現状から、焼却施設の抜本的な

大規模改修を視野に入れまして、新年度から

県と関係機関及び関係各省庁と、財源や課題

等について調整を図りながら具体的に検討し

てまいります。

今後におきましても、市民の皆様の快適で

住みやすい生活環境を確保していきたいと考

えております。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 行政問題の自

主財源確保への取り組みについてお答えいた

します。

行政財産は、それぞれの用途または目的に

より設置されておりますが、その目的外使用

につきましては、これまで、地方自治法の規

定により、財産の用途または目的を妨げない

範囲において、短期的な使用が認められてき

たところあり、当市においても、自動販売機

の設置については、施設を利用する市民への

サービス向上が図られ、行政財産自体の効用

を高めるという観点から、行政財産の目的外

使用を許可し、毎年度更新の上、使用料を徴

収してきたところであります。

しかしながら、平成１８年の地方自治法の

改正により、行政財産の貸し付けに係る範囲

が拡大され、庁舎その他の建物及びその附帯

施設などに余裕がある場合、その余裕のある

部分については長期的に貸し付けができるよ

うになったところであり、御指摘のとおり、

自動販売機の設置につきましては、青森県や

八戸市などでは、設置事業者を公募して、競

争入札により高い収入を確保しているようで

あります。

当市におきましても、施設の有効活用によ

る長期安定的な自主財源の確保にもつながり

ますことから、入札による行政財産の貸し付

けにつきましては、導入に向けて検討してま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 民生部長。

○民生部長（宮古健一君） 民生問題の後期

高齢者医療制度についてお答えいたします。

高齢化が進み、今後ますます医療費がふえ

ていく中、将来にわたって国民皆保険を守

り、高齢者の皆様が安心して医療を受け続け

られるようにするために、平成２０年度に後

期高齢者医療制度が施行されました。

しかしながら、当該制度が原則として年金

からの天引きによる保険料徴収になったこと

に対する不満や、これまで保険料負担のな

かった被用者保険の被扶養者であった方へ新

たな保険料負担が発生する点など、国民に十

分な理解が得られなかったことから、平成２

１年１１月、高齢者医療制度改革会議が設置

されました。

最終取りまとめとして、国において、平成

２２年１２月に、後期高齢者医療制度を廃止

し、７５歳以上の方も現役世代と同様に国保

か被用者保険に加入することとした上で、公

費の負担割合、現役世代の負担割合、高齢者

の負担割合の明確化及び都道府県単位の財政

運営といった現行制度の利点はできるだけ維

持しつつ、よりよい制度を目指すとされまし

た。

その後、平成２４年２月に、社会保障・税

一体改革大綱が閣議決定され、平成２４年通

常国会に後期高齢者医療制度廃止に向けた見

直しのための法案を提出するとされました。
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しかし、結果として、廃止に向けた見直し

のための法案は提出されず、今後の高齢者医

療制度については、昨年８月２２日に施行さ

れた社会保障制度改革推進法で設置される社

会保障制度改革国民会議の審議を踏まえて、

法施行後１年以内に講ずるとされたところで

あります。

国民会議で審議される内容につきまして

は、閣議決定された社会保障・税一体改革大

綱の中で検討されることとなっており、これ

まで５回開催されております。

御質問の三沢市における後期高齢者医療制

度の被保険者数につきましては、平成２５年

２月１日現在で４,６６３名で、保険料の収

納率は、２３年度実績で９８.６５％となっ

ており、今後、毎年約３５０名程度、後期高

齢者医療制度に移行するものと見込まれてお

ります。

青森県の後期高齢者医療を統括して運営し

ている青森県後期高齢者医療広域連合では、

国民会議での検討状況を注視するとともに、

制度の運営を担っている立場から、被保険者

に不安や混乱を与えることなく、また、住民

の納得、信頼が得られるような制度となるよ

う、全国後期高齢者医療広域連合協議会を通

じて、引き続き国へ要望してまいりたいと考

えているところであります。

いずれにいたしましても、三沢市として

は、現行制度が続く限り、また、制度が見直

しされた場合においても、高齢者の方々が不

安を持つことなく、安心して十分な医療を受

けることができるよう、広域連合とともに運

営責任を果たしてまいりたいと考えておりま

す。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山本文彦君） 教育問題の三沢

市小学校社会科副読本についてお答えいたし

ます。

昨年度改訂された小学校学習指導要領の社

会科第３学年及び第４学年の指導目標は、身

近な地域や市の様子について理解できるよう

にするとともに、地域の人々の生活の変化や

地域の発展に尽くした先人の働きについても

理解できるようにすることとなっておりま

す。

当市では、小学校３、４学年用の社会科の

地域教材として、昭和６３年から副読本「や

すらぎとうるおいのまち三沢市」を発行し、

授業での補助資料として活用を図ってまいり

ました。

その後、平成４年と１６年に改訂版が作成

され、現在に至っております。

この副読本の主な内容は、学校周辺や三沢

市全体の地理、主な産業や人々の暮らしを守

る取り組み、市内の公共施設や郷土の歴史な

ど、子供たちにとって身近な情報が掲載さ

れ、補助教材として長年活用されてまいりま

した。

しかし、前回の改訂から約１０年が経過

し、その間に、五川目、浜三沢地区や天ヶ

森、砂森地区の集団移転、アメリカ村の整

備、航空科学館や国際交流センターの新設、

市立三沢病院の新築・移転、そして、平成２

３年３月１１日の東日本大震災による津波被

害など、社会的に大きな変化があり、改訂を

望む声が校長会などから寄せられておりまし

た。

教育委員会といたしましては、今後、小学

校社会科副読本の改訂に向け、新たに三沢市

小学校社会科副読本編集委員会を組織し、平

成２５年度と２６年度の２年間で作業を進め

ることとしております。

その際、御指摘のあった三沢基地の歴史や

基地と市民とのかかわり、集団移転や東日本

大震災の被害など、小学校の社会科の地域学

習に役立つ最新の情報を盛り込んだ内容にし

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ８番。

○８番（太田博之君） それでは、１点だけ

再質問をさせていただきます。

副読本のことでありますが、今後、改訂に

向けて進めていかれるということで、大変期

待をするところでございます。
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そして、一番新しい改訂版の中には、先ほ

ど教育部長の答弁にもありましたけれども、

いわゆる東日本大震災のことも明確にきちん

とこの中に組み込んでいくというお話をいた

だきました。

１点気になったのが、消防のことは書いて

いるのですね。もちろん、安全・安心のまち

づくり。改訂前は、消防団の記述があるので

すよ、きちんと。消防団の働きということ

で。改訂版になると、調べてみようとまた出

てきて、消防団の写真が１枚載っているだけ

なのです。消火栓とか防火水槽の看板の隣に

屯所の写真が１枚載っているだけなのです。

こっちはちゃんと記述があるのですね。

まさに今、東日本大震災の話が出たとき

に、消防団の活動、今はどんどん若い人たち

が入ってきていないのですね、消防団に。存

続が本当に危ぶまれるくらい減少率が激し

い。やっぱり消防団の必要性、思い、そう

いったものも忘れずどこかにとめていただい

て、編集委員のほうに申し送っていただきた

いなと思います。

ぜひともそういった自主防災組織もあわせ

て、地域の人たちがどうかかわっていくかと

いう部分も、ぜひ御検討いただきたいという

ふうに思います。

そこで、やはりこれまで編集委員というの

は、すべからく教員の方々が編集委員になっ

ているのですね。全てそうです。

ただ、やっぱり今、教育部長が言った趣旨

を考えると、生活視点というのですか、市民

の方々の御意見も私はやっぱりこの副読本の

中に入れるべきではないかなと。

そこで、熊野教育委員長をはじめ、三沢市

の教育委員の方々は見識の高いばかりですの

で、教育委員の方も編集委員のほうに入れて

いくお考えがあるのかどうか、その辺を１

点、再質問させていただきます。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

○教育部長（山本文彦君） 再質問にお答え

します。

三沢市小学校社会科副読本編集委員に教育

委員を入れる考えはないかと再質問でござい

ますが、３学年及び４学年を対象とした社会

科の副読本は、基本的に社会科の補助教材で

あるという観点から、これまで学習指導要領

の内容を反映させることを第一義に、教職員

を含む学校関係者で編集・編さんしてまいり

ました。

御指摘のあった点等につきまして、教育委

員の皆様から意見を聞く場として、定例教育

委員会が毎月開催され、委員の皆様から教育

行政に対し、市民目線に立った大所高所から

種々御意見をいただいているところでござい

ます。

したがいまして、副読本の編集につきまし

ても、基本的な作業は、教職員を中心とする

編集委員会が行うものの、御指摘のあった内

容等の掲載につきましては、定例教育委員会

などの場を通じ、編集段階に応じて委員の皆

様から御意見を聞く機会を設けてまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、８番太田博

之議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

７番鈴木重正議員の登壇を願います。

○７番（鈴木重正君） おはようございま

す。拓心会の鈴木重正です。

通告に従いまして、はじめに政治姿勢問題

についてお伺いいたします。

１０年後の三沢市の都市像、目指すべき姿

の実現に向けた行動指針であり、三沢市が目

指すまちづくりの意思表示となる総合振興計

画が策定されてから５年、市長のお言葉をお

かりすれば、前期基本計画から後期基本計画

へとたすきをつなぐときを迎えようとしてお

ります。

この間、基本理念である「人とまち みん

なで創る 国際文化都市」建設のために、健

康で助け合うまちづくりをはじめとする六つ

の都市像の実現を目指し、市長を先頭に、三

沢市ではさまざまな取り組みをしてこられ、

さらには、一昨年の東日本大震災からの復
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旧・復興にも力を尽くしてまいりました。

そして、社会情勢の変化や前期基本計画、

これまでの５年間の課題と成果を踏まえると

ともに、移り変わる時代の変化に対応した後

期基本計画が策定され、本年４月から新たに

スタートすることとなります。

前期基本計画期間５年間の取り組み等につ

きましては、外部評価も含めた行政評価や市

民との懇談会、市民アンケートなどにより、

さまざまな評価、意見等がなされているもの

と承知してはおりますが、市長は、この前期

基本計画期間の５年間における取り組み、成

果等を自分自身でどのように評価、総括して

おられるのか、まずお伺いするものでありま

す。

我が国は少子高齢化が進展し、人口減少時

代へと向かっておりますが、当市も例外では

ないということは御承知のとおりでありま

す。

国立社会保障・人口問題研究所による平成

２０年１２月推計の将来推計人口によれば、

２０３５年、今から２２年後の平成４７年に

おける当市の人口は３万５,８５６人、老年

人口割合は３０.５％になるとされておりま

す。

少子高齢化、人口減少が進んでいくこと

は、労働力の減少、税収の減、地域経済の低

迷・衰退、社会保障費の増大、技術や伝統・

文化の継承者不足、子供の減少による小中学

校の統廃合などなど、まちづくりの将来構想

や講ずるべき施策等に大きな影響を及ぼすも

のであり、地方を取り巻く環境は、今後さら

に厳しさを増していくものと考えられます。

そのような厳しい将来を見据えれば、後期

基本計画の５年間のみならず、しっかりと１

０年後、２０年後の魅力ある、活力ある三沢

市の姿を描き、その実現に向けて今から下地

を築き、さまざまな準備を進めていく必要が

あると思うものであります。

一つの施策・事業を実現するためには、財

源の確保を含め、長い年月を要するものであ

りましょう。まかぬ種は生えぬとか、春植え

ざれば秋実らずと申しますが、将来に向けて

種をまく、苗を植えていくという作業は、明

確な計画等に定められているものとは異な

り、その作業自体なかなか目に見えるもので

はなく、直ちに評価されるものでもありませ

ん。また、将来的にどれだけ成果が得られる

のかわからないものでもあります。

しかしながら、間違いなく言えることは、

土壌を耕し、種をまかなければ、苗を植えて

いかなければ、実りある秋を迎えることはで

きないということであります。

そこで、お伺いいたします。市長は、１０

年後、２０年後の三沢市の将来像をどのよう

に考え、そのためにいかなる準備をしてい

らっしゃるのか、また、今後していこうと考

えておられるのか、お伺いするものでありま

す。

次に、交通問題の１点目、三沢空港の利用

促進等についてであります。

三沢市は、基地のまちであるとともに、Ｊ

Ｒ三沢駅、十和田観光電鉄三沢駅、北東北の

空の玄関口である三沢空港を擁し、そして、

第二みちのく有料道路のインターにも近接し

た交通の要衝として発展、それが三沢市の利

点・特色でもあり、いつしか私はその現状を

当たり前のことと思っておりました。

しかしながら、ＪＲ三沢駅は、東北新幹線

全線開業の陰となり、青い森鉄道の運行によ

り、ＪＲに比べ、その利便性は著しく低下し

てしまいました。

三沢市の歴史の一翼を担い、地域の経済や

文化の交流・進展に大きく貢献し、多くの

人々から愛されてまいりました十和田観光電

鉄は、残念ながら力及ばず、大正１１年の開

業以来、約９０年間にわたった鉄道事業の歴

史に幕を閉じることとなってしまいました。

当たり前だと思っていたことが、当たり前

ではなくなるという現実、失ったものは簡単

には戻ってまいりません。このことは、守る

べきものは、みずからの手でしっかりと守っ

ていかなければいけないということを改めて

教えてくれたものではないかと感じておりま
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す。

そのような観点から、三沢市として守って

いかなければならないもの、三沢空港の利用

促進等についてお伺いするものであります。

三沢市は、市役所正面に「みんなでつくろ

う！大空のまち」との横断幕を掲げているこ

とからもわかるとおり、航空機、飛行場、基

地との縁が深く、それらは住民にとって日常

的で身近なものであるとともに、歴史的、経

済的、文化的にも非常に重要な意味を持つも

のであります。

改めて、大空のまち三沢市の歴史の一端を

見てみますと、昭和６年１０月、クライド・

パングボーンとヒュー・ハーンドンの２人の

アメリカ人が乗ったミス・ビードル号が淋代

海岸を飛び立ち、その約４１時間後、アメリ

カ・ワシントン州のウエナッチ近くに着陸

し、世界初となる太平洋無着陸横断飛行の快

挙がなし遂げられました。

昭和１３年には、海軍飛行場用地として三

沢村村有地を売却し、飛行場が建設され、そ

して、終戦を迎えた昭和２０年、旧日本軍の

三沢海軍飛行場が米軍に接収され、翌２１年

から飛行場の建設改修工事が行われ、米空軍

戦闘航空部隊が進駐、当時の三沢村は、基地

建設工事に伴って人口が急増し、昭和２３

年、隣接する村の一部を合併、大三沢町とな

りました。

昭和２９年には、自衛隊が創設され、三沢

飛行場に航空自衛隊北部訓練航空警戒隊が配

備、自衛隊員もふえ、そして、町制施行から

１０年後の昭和３３年、県内７番目の市とし

て三沢市が誕生いたしました。

一方、三沢飛行場への民間機の就航は昭和

２７年に始まり、三沢は北東北唯一の空の玄

関口となりました。その後、昭和４０年に、

その運航が停止となりましたが、民間航空使

用の必要性が高まり、昭和４９年、日米合同

委員会において、三沢飛行場の民間機乗り入

れが合意され、翌５０年に三沢－東京便、三

沢－札幌便の運航が再開されました。

以来、現在に至り、三沢飛行場は、在日米

軍、航空自衛隊、民間航空の三者が共同使用

している日本で唯一の飛行場でありまして、

基本的な使用条件は、日米合同委員会の合意

等により定められており、三沢空港への

チャーター便を含む民間機の運航には、他の

空港と比べ多大な苦労を要するものであろう

と思っております。

その三沢空港は、昭和５０年の民間機の運

航再開以来、昭和５５年には東京便が１日４

便へと増便され、平成に入り、大阪伊丹便や

関西空港便が就航し、１日最大で７便が運航

されるようになり、東京や大阪など、大都市

と青森県を結ぶ最速のアクセス便として定着

し、県内外のビジネス客や観光客、県南地域

のみならず、北東北の空の玄関口として重要

な役割を担ってまいりました。

しかし、平成９年には、関西空港便が運

休、平成１４年には、東北新幹線八戸開業の

影響を受け、東京便が１便減便され、平成１

９年には、日本航空の経営悪化による不採算

路線の整理等のために札幌便が運休、さらに

は、平成２２年、大阪伊丹便が運休、現在

は、東京便が１日３便のみの運航となり、空

のまち三沢市、三沢市民にとっては大変残念

な、憂える状況にございました。

そのような中、本年３月末から大阪伊丹便

が再開、７月には札幌丘珠便が就航予定と、

三沢空港を取り巻く明るいニュースが相次い

でおります。このことは、種市市長を先頭に

関係者が一丸となって、三沢の、この地域の

将来を思い、決して諦めることなく、粘り強

く取り組んでこられた努力が実ったものだと

思っております。関係各位の御尽力に心から

敬意を表する次第でございます。

ただし、この明るいニュースにもろ手を挙

げて喜んでばかりはいられません。路線の再

開、新規就航は決してゴールではなく、新た

なる三沢空港のスタートであり、我々がその

利用促進等に努めていかなければ、せっかく

手にした路線を再び失ってしまうことになっ

てしまうのであります。

私は、大空のまち三沢市のまちづくり、こ
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の地域において果たすべき役割を考えたと

き、三沢空港は非常に重要な役割を担うもの

であり、三沢市にとって、みずからの手で

しっかりと守っていかなければならないもの

だと思っております。

だからこそ、例えば空港利用者の利便性を

向上させるために、空港までのアクセス、道

路網の整備であるとか、駐車場の利便性の確

保など、空港利用者の需要開拓として、旅行

商品造成への支援や観光振興、利用促進のＰ

Ｒ、市職員の公務出張での航空機使用など、

路線の維持・拡大策として着陸料等の減免な

ど、短期的、中長期的にソフト、ハードの両

面から、そして広域的な視点を持って、三沢

空港の利用促進、活性化のために、三沢市に

おいて、これまで以上に、より積極的、主体

的に取り組んでいく必要があると考えるもの

であります。

そこで、まず、三沢市はそのまちづくりに

おいて、三沢空港の役割、位置づけ等につい

てどのようにお考えになっているのか、お伺

いいたします。

２点目として、三沢空港の利用促進、活性

化に関しては、これまでも三沢空港利用促進

期成会や三沢空港振興会、三沢空港利用者利

便向上協議会などで鋭意取り組まれてきてい

ると承知しておりますが、三沢空港の利用促

進、活性化に係るこれまでの取り組みと、今

後の具体的取り組み・計画についてお伺いす

るものであります。

次に、冬期間におけるバス停留場の安全性

等の確保についてお伺いいたします。

三沢市では、市立三沢病院の移転にあわせ

て、三沢地域公共交通会議において、自家用

車の普及などにより、バスなどの交通機関の

利用者が年々減少している中、高齢者をはじ

めとする交通弱者の移動手段の確保や、地域

の実情に合った輸送サービスの実現を目的に

協議・検討し、平成２２年１１月から十和田

観光電鉄への委託により、三沢市コミュニ

ティバス・みーばすを運行しております。

そのほかに、市内では、公共交通機関の一

つとして、十和田観光電鉄による路線バスが

運行されております。そもそも公共交通機関

としてのバス運行は、高齢者や学生など、交

通弱者の移動手段の確保や地域住民の交通の

利便性を目的としたものであろうと思いま

す。

ことしは雪が多く、大雪による事故・被害

等も多発しておりますが、三沢市においても

例年と比べて雪が多く、雪はもうたくさん、

春が待ち遠しいきょうこのごろであります

が、冬期間になりますと、市内でも積雪や道

路の除雪等により、バス停留場周辺の歩道

や、歩道と道路との境に雪が積もり、固ま

り、バスを待つ際やバスの乗降に支障を来し

ている箇所が多々見られます。

特に、高齢者や体の不自由な方々には、バ

スの乗降のみならず、バスを待つことさえも

困難・危険なバス停留場も見られ、公共交通

機関としてのバス運行の目的を一部果たして

いないのではないかと思わざる得ないところ

もございます。

私は、三沢市の責任で全て対応・改善策を

講ずるべきだと申し上げるつもりはありませ

んが、運行者である十和田観光電鉄や利用者

である地域住民の皆さんなどと、三沢市が積

極的に改善策の検討等に取り組むべきではな

かろうかと思うところであります。

そこで、三沢市では、冬期間におけるバス

停留場の現状をどう認識し、改善策をどのよ

うに考えているのか、お伺いするものであり

ます。

以上で、私の質問を終わります。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの７番鈴木

重正議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの鈴木議員

さん御質問の姿勢問題につきましては私か

ら、その他につきましては副市長からお答え

をさせますので、御了承願いたいと思いま

す。

御質問の第１点目、三沢市総合振興計画の
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前期基本計画期間の市長としての評価につい

てでありますが、前期基本計画作成時は、御

承知のように、当市の財政状況は 迫してお

り、国の三位一体構造改革などによる、たび

重なる地方交付税の引き下げや地方税収の減

少によりまして、大幅な財源不足が生じ、生

活基盤整備のために実施した公共事業にかか

わる地方債の償還が大きな負担となるなど、

非常に厳しい状況にあったところでありま

す。

その後、三沢市財政改革プランや行財政改

革大綱に基づき財政の健全化に努め、行政管

理から行政経営へと転換を図ってきたところ

であります。

前期基本計画における各種施策の取り組み

につきましては、その実現に向けて、第１次

産業をはじめとした産業が元気なまち、市民

が安心して暮らせるまち、国際社会に対応で

きる人材が育つまちを、これまでの５年間、

多くの方々の協力をいただきながら事業の展

開をしてきたところであります。

例えば、１次産業におきましては、製氷貯

氷施設やニンジン洗浄選別施設の整備、ある

いは農地の利用集積を図る北三沢地区経営体

育成基盤事業など、足腰の強い農・漁業の確

立に努めてきたところでありまして、これら

に加え、プライフーズ株式会社三沢みどりの

郷工場など企業の誘致にも積極的に取り組

み、雇用の拡大にも努めてきたところであり

ます。

また、新築・リフォーム補助をはじめとし

た、いわゆる地域事業者や新規起業者に対す

る施策を展開してまいりました。

また、市立三沢病院の医療体制について

は、市民が安心して高度医療を受けられるよ

う医師や看護師の確保あるいは増強にも努め

てきたほか、子供医療費の無料化やがん検診

の無料化、子育て世代の負担軽減等、医療・

福祉関係の拡充にも努めてきたところであり

ます。

インフラ整備につきましては、上下水道の

更新や農業集落排水の整備をはじめ、定住化

対策と良好な居住空間の創出として、いわゆ

る南ニュータウンの整備を図ったところでも

あります。

人材育成の面では、当市の特色であります

国際色を生かした教育環境の充実に努めてき

たほか、安心して児童・生徒が学べる環境の

整備にも重点を置き、第三中学校の新築工事

や、全ての小中学校の耐震化工事を完了した

ところでもあります。

さらに、東日本大震災では、当市の沿岸地

域を中心に甚大な被害を受けた漁港関連施設

は壊滅的な状況でありましたが、三沢漁港の

早期稼働復旧・復興を最優先課題として取り

組み、漁業関係者等の並々ならぬ努力と、ボ

ランティアをはじめとした多くの方々の協力

のおかげで、ほぼ復旧のめどが立ったところ

であります。

これらの取り組みに対する私自身の評価で

ありますが、各種施策の実施を通じまして、

議員の皆様や、まちづくりに参画していただ

いている多くの市民・団体の皆様とともにま

ちづくりを進める体制が構築されてきている

と感じているところであります。

また、昨年２月に実施いたしました市民ア

ンケート調査では、約８割の方々から、住み

やすい、または、住み続けたいとの回答をい

ただいていることからも、一定の評価をして

いただいているものと理解をいたしておりま

す。

これらの状況を踏まえまして、今後も市民

とともに歩む行政というこれまでのスタンス

に基づきながら、これまでの取り組みをさら

に推進していくための体制づくりに努めてま

いりたい、このように考えているところであ

ります。

先般の市議会全員協議会で御説明させてい

ただきました三沢市総合振興計画後期基本計

画では、前期基本計画の取り組みをさらに加

速させるべく、六つの基本方針に沿った３０

の施策と、「未来を拓く人づくり」、「人が

行き交う街づくり」、「心安らぐ生活づく

り」の三つの重点プランに基づいて、スピー



― 24 ―

ド感を持って着実に事業を展開していくこと

としており、時代のニーズを的確につかみな

がら、柔軟な市政運営に努めてまいりたいと

考えております。

次に、御質問の第２点目、今後１０年、２

０年の三沢市のあるべき姿についてでありま

すが、三沢市総合振興計画の基本理念であり

ます「人とまち みんなで創る 国際文化都

市」の実現に向けまして、先人たちが残した

文化や知恵を引き継ぎ、市民とともに地域特

性を生かしながら、安心して生活できるまち

づくりを推進し、多くの方々に三沢に住んで

よかったと思っていただけるまちづくりを展

開していくことが基本でありまして、このよ

うな地域全体の流れを未来を担う子供たちに

引き継いでいくことが、市長としての私の使

命であると考えております。

今後におきましても、当市の特色を生かし

ながら、市民とともにつくるまちづくりをさ

らに推進するために、後期基本計画に基づい

て着実に事業を展開してまいりたいと、この

ように考えております。

私からは、以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 三沢空港に関す

る御質問にお答えします。

はじめに、第１点目の三沢市のまちづくり

における三沢空港の役割、位置づけに関する

市の考えについてお答えします。

三沢空港は、昭和５０年の供用再開以来、

青森県南、下北地域、さらには岩手県北地域

の空の玄関口として、高速交通体系の一翼を

担い、三沢市及び周辺地域の経済活動をはじ

め、産業及び観光の振興などに大きな役割を

果たしてまいりました。特に、企業誘致の面

では、三沢市の優位性をアピールする最大の

要因になってきたものと認識しております。

さらに、昨年１２月に山口県の岩国空港が

開港されるまでは、三沢空港は全国で唯一、

米軍及び自衛隊と共同使用される空港とし

て、空のまち三沢の知名度アップに寄与して

まいりました。

このように、三沢空港は、三沢市のまちづ

くりに有形無形の大きな役割を果たしてきた

ものと認識しており、引き続き官民一体と

なって三沢空港を支えていかなければならな

いものと考えております。

次に、第２点目、空港の利用促進と活性化

の取り組みについてお答えいたします。

当市のこれまでの取り組みといたしまして

は、まず、空港施設や利用環境整備におい

て、三沢空港ターミナル株式会社に対し、青

森県や八戸市とともに出資をして、ターミナ

ルビルの経営に一定の責任を果たすほか、三

沢市商工会と連携し、空港利用客のための無

料駐車場を設置しております。

また、周辺地域から三沢市への広域的な幹

線道路整備を図るため、上十三地域及び北奥

羽地域などの関係自治体と連携しながら、第

二みちのく有料道路や上北横断道路の整備促

進、さらには国道３３８号の整備促進ととも

に、迂回路のない高瀬川第二橋の架橋新設等

について、国や県に要望してきたところでご

ざいます。

さらには、三沢市独自に、第二みちのく有

料道路から三沢空港へのアクセス向上に資す

る市道東岡三沢・松原線の整備を進めてお

り、平成２６年度には全線開通の予定となっ

ております。

次に、旅行商品造成への支援、観光振興、

利用促進のＰＲなど、ソフト面での取り組み

につきましては、主に関係自治体で組織する

三沢空港振興会の事業活動を通じ、その時々

の情勢変化や課題に応じ、短期及び中長期の

目標を掲げ、さまざまな取り組みを行ってき

たところでございます。

まず、短期的な課題といたしましては、既

存路線である東京線の利用促進を図ることを

目的として、観光など旅行需要の掘り起こし

やＰＲ活動を実施してきたところでございま

す。

具体的には、旅行会社に対する旅行商品造

成支援事業、冬期間における需要喚起を目的

とした個人・グループ客に対する利用助成金
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事業などを実施しております。

また、県外の利用客に対する当地域の観光

資源や三沢空港のＰＲのため、青森県とタイ

アップしながら、羽田空港等でのキャンペー

ン活動を実施しております。

次に、中長期的な課題といたしましては、

運休路線の復活を中心とした、三沢空港の発

着便数の拡充に向けた航空会社へのプロモー

ション活動を実施しております。

具体的には、平成２３年度に、県南及び下

北地域における民間事業所を対象に航空需要

調査を実施し、その調査結果を踏まえた航空

会社に対するプロモーション活動や、札幌線

など運休路線復活に向けたチャーター便の誘

致事業などを実施しております。

さらには、現在、日本航空１社に定期便就

航が限定されている三沢空港において、新規

航空会社の乗り入れを可能とするため、飛行

場を管理する米軍や国に対する要望活動など

も実施してきたところであり、本年４月に計

画されている北海道エアシステムの三沢－札

幌丘珠線就航に向けた手続が、国及び米軍に

おいて、現在、着々と進められているところ

であります。

次に、今後の利用促進及び空港活性化に向

けた取り組みについてお答えします。

当市といたしましては、路線開設再開とな

る大阪伊丹線及び札幌丘珠線の維持・存続の

ため、両路線の利用促進が今後の最優先課題

であると認識しております。

このため、大阪線については、現在、青森

県と相互に連携を図りながら、地元誘致企業

等を個別訪問し、積極的な利用促進をお願い

しているところであります。

また、先月には、青森県の観光担当者とと

もに、大阪市に所在する大手旅行会社を訪問

し、大阪線再開を契機とした当市の観光プロ

モーションと、三沢－大阪線の活用による旅

行客の送客について要望してきたところであ

ります。

さらには、今月２９日には、大阪線再開を

記念するとともに、今後の利用促進に弾みを

つけるため、三沢空港に新たに就航するブラ

ジル製小型ジェット機であるエンブラエル機

のチャーターによる特別ツアーを実施する予

定としております。

これらの取り組みのほか、三沢空港振興会

における来年度の事業計画につきましては、

現在検討中でありますが、関西地域や北海道

内においては、青森県南、下北地域における

観光資源や三沢空港自体の知名度がまだまだ

低いという御意見もありますことから、地元

観光資源のＰＲなど、青森県や関係市町村と

連携した宣伝・誘客事業などに鋭意努力して

まいりたいと考えております。

特に、三沢空港振興会事業につきまして

は、現在、三沢市、十和田市など圏域１０市

町村で進めている上十三・十和田湖広域定住

自立圏構想にも位置づけておりますことか

ら、今後は、これまで以上に圏域市町村との

連携強化を図り、各種の取り組みを推進して

まいりたいと考えております。

なお、議員さんの御質問にありました着陸

料の減免につきましては、三沢空港は国が管

理する米軍及び自衛隊との共用空港でありま

すことから、着陸料につきましては、航空会

社から日本政府に納付され、その一部が日本

政府からアメリカ合衆国政府に納付される仕

組みとなっております。このため、国への要

望を含め、どのような方策があるのか検討し

てまいりたいと考えております。

また、市職員の公務出張での航空機使用に

つきましては、航空機を利用して旅行しなけ

れば公務上支障がある場合、あるいは旅行期

間の短縮や宿泊つきパック旅行商品の利用な

どにより経済的な効果をもたらす場合などに

は、従来から航空機の利用が可能となってお

ります。

今後は、経済的コストのみならず、時間的

コストも考慮して、航空機を利用させるほう

が合理的な場合もあること、さらには、三沢

空港利用に関して、市が積極的に取り組むべ

き立場にあることを考慮して、検討してまい

りたいと考えております。
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いずれにいたしましても、三沢空港の利用

促進及び活性化に当たっては、今後とも青森

県、関係市町村、さらには、地元経済団体な

ど、官民一体となって、引き続き市としても

積極的かつ主体的に取り組んでまいりたいと

考えております。

次に、交通問題の２点目、冬期間における

バス停留所の安全性の確保についての御質問

にお答えします。

バス停留所の管理につきましては、道路法

及び道路交通法の規定に基づき、バス停留所

の設置許可を受けたバス事業者が行うことと

なってございます。

現在、市内におけるバス停留所は、コミュ

ニティバス及び路線バスを合わせまして１１

１カ所あり、積雪時には乗務員により除雪作

業が行われておりますが、短時間で市内全て

のバス停留所の除雪をすることは困難である

ことから、利用者の多い主要なバス停留所

や、道路の除雪による置き雪の多いバス停留

所を重点的に除雪しているのが実情でござい

ます。

他の自治体におきましては、バス停留所に

除雪スコップを設置し、利用者や地域の方に

除雪していただく取り組みや、町内会単位、

企業単位による除雪ボランティア等の取り組

みを行っているところもございます。

当市といたしましても、バス停留所の利用

環境につきましては、まだまだ不十分であ

り、利用者の方々に御不便をおかけしている

ことは十分に認識しているところでありま

す。その中でも、冬期間におけるバス停留所

の管理は大きな課題となってございます。

バス停留所は、地域住民の足となる公共交

通の大切な施設であるとの共通認識のもと、

事業者、行政及び地域住民が協力し合い、利

用環境を整えていくことが重要であると考え

ております。

今後におきましては、市で実施しておりま

す横断歩道の出入り口確保や、除雪機械によ

る作業ができない狭隘部分への対応といっ

た、人力での補助作業の際には、できる範囲

でバス停留所の出入り口確保に協力できるよ

う努めてまいりたいと考えております。

また、協働のまちづくりの観点から、市内

の各事業所や町内会へも協力を呼びかけてい

くとともに、三沢市地域公共交通会議などの

場を通じて、よりよい協力体制の方策を探っ

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ７番。

○７番（鈴木重正君） 交通問題につきまし

て、１点、再質問させていただきます。

その前に、先ほど副市長さんのほうからご

ざいました。三沢飛行場は、在日米軍、航空

自衛隊、民間航空、私は三者が共同使用して

いる日本で唯一の飛行場という発言をしまし

たが、副市長さんのほうからありました岩国

飛行場が三者で共同使用しているというお話

がございました。ちょっと私それを承知して

おりませんでしたので、もしそれが事実だと

すれば、発言を訂正させていただきます。

まず、再質問のほうなのですけれども、空

港の利用促進、活性化についてであります。

いろいろな取り組みをしているということ

は大変結構なことで、これからもぜひ、さら

に踏み込んだ対応をしていただきたいと考え

るところでありますけれども、まず、これま

で、先ほどの話だと、無料駐車場であると

か、旅行者への補助ですとか、いろいろな取

り組みをしてこられたとありますけれども、

その評価というか、それで果たして本当に利

用促進の成果が得られていたのかというとこ

ろの検証というか、そういう形で、そういっ

たものを踏まえて、これではまだまだ足りな

いのだとか、成果は上がったのだけれども、

より成果を高めるためには、これからこうい

うことをやっていこうですとか、これまで

やってきた取り組みを一度しっかりと評価・

検証というのが私は必要ではないのかなと思

うところでありますけれども、その辺のこと

がちょっと先ほど答弁のほうでは触れられて

いなかったような感がしておりますので、こ

れまでやってこられた取り組みについて、ど
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のような成果というか、評価をされているの

か。それを踏まえて、今後さまざまなことに

ぜひ取り組んでいただきたいと思うところで

ありますので、そこをまず１点お願いいたし

ます。

それとあと、市職員による航空機使用とい

うこと。これまでも、経済的ですとか時間的

ということではやってこられたということで

ございます。

今後も検討していただけるということであ

りますけれども、私が思うのは、経済性を考

えたときに、確かに直接的にかかる費用は航

空機のほうが高いかもしれません。しかしな

がら、総合的に、この三沢市において得るで

あろう利益ということを考えたときには、航

空機の使用というのは、私はそちらのほうが

経済性が高いのではないのかなと思うところ

でございます。

ですので、その辺もしっかりと考慮してい

ただいて、検討していただきたいと思うので

ありますが、そこに関する所見をお願いいた

します。

以上、２点お願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） 再質問の１点目

の利用促進のさまざまな事業をしたことの成

果の検証についてでございますが、検証とい

う形では、今まで、正直なところ余り実施し

ておりません。

ただ、平成２３年度に、民間事業所を対象

とした航空需要調査、これを行った際に、こ

れまでのさまざまな取り組みが実際に効果が

あったのかどうか等は検討しております。そ

のような現状でございます。

職員の出張旅費の際にも、議員さんおっ

しゃるように、時間コスト、経済コストを含

めまして考えて、さらに市全体についても、

経済的なものが高いのではないかという御指

摘ですが、そのようなことも含めまして、今

後、三沢市が空港について主体的に取り組

む、積極的に取り組む、そういう観点から検

討したいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、７番鈴木重

正議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１０番春日洋子議員の登壇を願います。

○１０番（春日洋子君） １０番公明党の春

日洋子でございます。通告の順に従い質問し

てまいります。

はじめに、行政問題の市民サービス向上の

取り組みについてお伺いします。

私たちの行動のよりどころとなる情報を具

体的な形であらわしたものをサインといいま

すが、サインは、私たちの生活に欠かせない

身近なものとなっています。

例えば駅の中で、乗り場を探すために、つ

り下げられた表示を見たり、デパートでは案

内図によって売り場を探したり、病院では診

察科を探したり、学校では教室を探したり、

そんなとき私たちが目にする表示や案内図の

全てがサインです。

さらには、店の前に出ている看板、施設な

どで見かける禁煙のマークやトイレをあらわ

す人の形の記号も、またサインであり、車を

運転するときには、信号機や標識、センター

ラインや横断歩道のしま模様、前を走る車の

テールライトやウインカー、また、スピード

メーターやガソリンの残量計などを見ながら

走っていると思いますが、これもサインの一

種です。

このように公共のサインは、必要な情報を

わかりやすく、利用しやすく案内することが

基本となっており、私たちがよりスムーズに

行動し、より快適に過ごし、豊かに生活でき

るように、さまざま角度から考えられ、設計

されています。

さて、改めて本市の庁舎内に目を向けてみ

ますと、来庁者への案内として、適正に文字

表記がなされておりますが、そこへ、このサ

イン表示をプラスしたらどんな印象になるで

しょうか。

宜野湾市役所では、多くの来庁者を迎える
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市役所本庁舎１階の窓口を市民サービスス

テーションと位置づけ、市民にとって優し

い、わかりやすい、速い窓口の実現を目指し

て、市民サービス、市民満足度の向上を図る

ことを目標とし、市民が多く訪れる証明書の

窓口や子育て福祉などの窓口へ効果的なサイ

ン表示を掲示しておりました。

行政改革の一環としての取り組みというこ

とでしたが、明るい雰囲気の宜野湾市役所の

庁内を拝見し、市民への優しい心配りと温か

さが感じられ、非常に感銘を受けました。

殊に、転入者などはじめて来庁する方に

とっては、担当窓口がわかりやすいというこ

とはうれしいものだと思います。

本市においても、このようなサイン表示を

創意工夫し、掲示することは、市民サービス

の一助となるものと考えますことから、その

取り組みをお伺いします。

次に、民生問題のジェネリック医薬品の使

用状況についてお伺いします。

日本の医療保険制度は、昭和３６年に国民

皆保険を達成して以来、一定の自己負担で必

要な医療サービスが受けられる体制を整備す

ることにより、世界最長の平均寿命や高い保

健医療水準を達成してきました。

しかし、それから半世紀が経過した今日に

おいては、急速な高齢化の進展等、医療を取

り巻く環境は大きく変化しており、医療保険

財政の厳しさが続く中で、今後とも必要な医

療を確保しつつ、人口構造の変化に対応でき

る持続可能なシステムをつくり上げていく必

要があると言われております。

近年の国民医療費の動向を見ますと、その

支出は、国民所得の伸びを上回る勢いでふえ

ています。平成２１年度の国民医療費は約３

６兆円となっており、前年度と比較すると、

１年間で約１.２兆円増加しており、国民所

得のうち医療費が約１０.６％を占めていま

す。１０年前の平成１１年度の時点では、医

療費が約３１兆円であり、国民所得に占める

割合は８.４％でした。わずか１０年の間

に、医療費の総額も国民所得に占める割合も

大幅にふえていることになります。

医療技術の進歩や高齢化等により、今後も

医療費の上昇が見込まれる中、国民皆保険を

堅持していくためには、必要な医療を確保し

た上で、効率化できる部分は効率化を図るこ

とが重要になってきます。

ジェネリック医薬品は、先発医薬品と医療

学的に同等であるものとして製造販売の承認

がなされた医薬品でありながら、開発費用を

低く抑えられることから、低価格での供給が

可能となっています。

国民健康保険では、年々増加する医療費の

抑制対策として、また、被保険者の方の自己

負担額の軽減策として、服用している薬を

ジェネリック医薬品に切りかえた場合に、ど

の程度薬代の自己負担を軽減できるのかを参

考としていただくために、差額のお知らせを

送付するサービスを実施しています。

本市においても、青森県国民健康保険団体

連合会において、２４年度からこのジェネ

リック医薬品の差額通知サービスを実施され

ることから、委託する方向で実施したいとの

ことでした。

そこで、ジェネリック医薬品の使用に伴っ

ての医療費の削減効果はどのようになってい

るのをお伺いします。

次に、教育問題の１点目、通学路の安全対

策についてお伺いします。

このたび、昨年実施された通学路における

緊急合同点検の取り組み状況について、都道

府県ごとの資料が公表されました。

公表内容は、小学校数、点検学校数、点検

箇所数、対策必要箇所数であり、通学路の安

全確保について、地域で認識を共有する観点

から、対策内容が取りまとまった市町村にお

いて、対策必要箇所及び対策内容を示した箇

所図及び箇所一覧表を作成し、ホームページ

等で公表しています。

国においては、地方自治体が取り組む生活

空間の安全確保対策などに財政支援する防災

安全交付金が創設され、２０１２年度補正予

算案と１３年度予算案で、合計１兆６,００
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０億円を計上しました。

この交付金には、社会インフラの総点検、

維持・補修に使えるほか、通学路の安全対策

にも支援できることになっており、自治体が

実施する歩道の拡幅や路側帯のカラー舗装、

無電柱化などが前進される見込みとなってい

ます。

また、１３年度予算案で、文部科学省は、

通学路安全推進事業として１億５,０００万

円を計上、教育委員会や都道府県警などが連

携して広域的に対策を検討し、特に対策が必

要な市町村に対しては、通学路安全対策アド

バイザー、計２８０人を派遣し、助言してい

くことになっており、さらに、警察庁も交通

安全対策推進事業１８０億円を活用し、横断

歩道の高輝度化や信号機の増設を推進すると

のことです。

そこで、質問の①として、全国で小学校通

学路の緊急点検を実施した結果、文科省と国

土交通省、警察庁は、ことしの１月２５日

に、７万４,４８３カ所で安全対策が必要と

の報告を発表しました。このうち２万２,７

１４カ所では、既に歩道のカラー舗装などが

行われているとのことでしたが、本市の対策

必要箇所はどのように改善されてきているの

か、その進捗状況をお伺いします。

次に、②として、対策必要箇所には期間を

要するものもあると思いますが、事故が起き

る前に対策を講じるという重要性を認識して

いくことが何よりも大切であり、危険箇所を

認識しながら、予算に制約があることを理由

に、対応を後回しにすることがあってはなら

ないと思いますことから、改善に要する期間

をいつまでと計画しているのかをお伺いしま

す。

③として、本市における通学路の対策必要

箇所を改善するための予算を、道路管理者と

してはどの程度と見込んでいるのでしょう

か、お伺いします。

最後に、教育問題の２点目、学校給食での

食物アレルギー対策についてお伺いします。

育ち盛りの子供たちにとって、きょうはど

んな給食かなと、学校の給食は待ち遠しいも

のだと思いますが、昨年１２月、東京都調布

市の小学校で、女子児童が給食が原因とされ

る食物アレルギーの重篤な症状、アナフィラ

キシーショックで亡くなるという食物アレル

ギーの事故が起きてしまいました。

この問題を受け、学校給食のアレルギー対

策が改めて問われ、こうした悲劇を二度と繰

り返さないためにも、徹底した検証と再発防

止の構築が求められています。

食物アレルギーとは、一般的に、特定の食

物を摂取することによって、皮膚や呼吸器、

消化器、あるいは全身に生じるアレルギー反

応のことを言いますが、原因食物は多岐にわ

たり、学童期では、鶏卵と乳製品だけで全体

の約半数を占めています。

しかし、実際に学校給食で起きた食物アレ

ルギー発症事例の原因食物は、エビ、カニな

どの甲殻類や、特にキゥイフルーツの果物類

が多くなっているとのことで、食物アレル

ギーを持つ子供は増加傾向にあると言われて

います。

文部科学省は、学校給食での食物アレル

ギーによる事故を防ぐための取り組み強化に

乗り出すとし、来年度予算に、専門家らで構

成する学校給食のアレルギー対応検討会議の

設置に１,２００万円の予算を盛り込みまし

た。会議では、学校給食における食物アレル

ギー対応を充実させる検討を行うとのことで

す。

そこで、本市においても、子供たちが安心

して学校生活を送れるよう対策を強化するこ

とが必要と考えますことから、以下の３点に

ついてお伺いします。

はじめに、本市の児童・生徒において、食

物アレルギーがあるのは何名でしょうか。

次に、これまで食物アレルギー疾患のある

子供への対応はどのようになされてきたので

しょうか。

最後に、昨年末の事故を受け、再発防止の

ための取り組みは行われてきているのでしょ

うか、お伺いします。
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以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの１０番春

日洋子議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

さん御質問の行政問題については私から、そ

の他につきましては担当部長からお答えをさ

せますので、御了承願いたいと思います。

本庁舎内の市民が多く利用する部署に、文

字表記に加え、担当部門に関連した、いわゆ

るサイン・デザイン表示をした案内表示板を

設置していただきたいとの御質問であります

が、現在、本庁舎内において、市民が日常的

に利用する１階の各課に電光掲示板を設置

し、各種手続の際に、スムーズに担当窓口が

わかるように、窓口番号の表記と課名のほ

か、主な業務内容を表記した案内表示板を設

置しているところであります。

また、平成２２年度からは、市民サービス

向上の一環として、窓口支援を設置している

ところでもあるわけです。

御存じのとおり、市役所にはさまざまな市

民の方が来庁されます。その中には、市民と

してはじめて来庁する方、あるいは高齢者の

方、あるいは市外からの来庁者も多いことか

ら、トイレやエレベーターなど、サイン・デ

ザイン表記で直感的に認識しやすいものにつ

いては、非常に有効であると考えますが、税

務課や、あるいは国保年金課など、サイン・

デザイン表記のしにくいものもあるわけであ

ります。

以上のことから、現在の案内表示板の状況

を精査しながら、来庁者に、よりわかりやす

い表記方法に努めてまいりたい、このように

思っております。よろしくお願い申し上げま

す。

○議長（舩見亮悦君） 民生部長。

○民生部長（宮古健一君） 民生問題のジェ

ネリック医薬品の使用状況についてお答えい

たします。

ジェネリック医薬品とは、議員御紹介のと

おり、先発の新薬と同じ効能を持ちながら、

特許期間が切れたことにより、開発費をかけ

ずに低価格で製造できる後発医薬品のことで

ございますが、使用するに当たっては、医師

が作成する処方箋の様式が、ジェネリック医

薬品への変更が認められない場合に限り、後

発医薬品への変更不可の欄に署名する様式と

なっており、署名がなければ、薬剤師が代替

可能な後発医薬品を処方することができるこ

ととなってございます。

このジェネリック医薬品差額通知サービス

を行うことにより、薬価の安い後発医薬品へ

かえることが可能であることが周知され、

ジェネリック医薬品の普及の向上が図られる

ものと考えております。

三沢市においては、ジェネリック医薬品の

差額通知サービスは、平成２４年度から青森

県国民健康保険団体連合会に委託し、導入を

図っております。

差額通知サービスは、毎年９月と翌年の１

月の年２回実施することとし、今年度は、既

に被保険者に２回通知したところでございま

す。

御質問のジェネリック医薬品の差額通知

サービス実施後の医療費の削減効果でござい

ますが、青森県国民健康保険団体連合会の資

料によりますと、全ての医薬品のうち、ジェ

ネリック医薬品が５６.５％を占める中で、

平成２４年７月の数量ベースでの利用割合は

２９.９％でした。しかし、差額通知サービ

ス後の１１月の利用割合は３２.４１％であ

り、薬価の安いジェネリック医薬品の利用割

合が２.５１ポイント増となってございま

す。

また、金額ベースでは、平成２４年７月は

１２.１７％、１１月では１５.０３％と、

２.８６ポイントの増となっており、ジェネ

リック医薬品の利用割合が、数量、金額と

も、差額通知サービス実施後は増加をしてお

ります。

この結果、全てが通知によるものとは断定
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はできないものの、確実にジェネリック医薬

品に移行している成果が出ており、医療費の

中の薬剤費の削減が図られているものと考え

ております。

今後におきましても、青森県国民健康保険

団体連合会では、差額通知サービスの回数の

増加や、対象医薬品の追加等を検討している

とのことであり、国保連と連携をとり、ジェ

ネリック医薬品の利用促進に努めてまいりた

いと考えております。

○議長（舩見亮悦君） 建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 教育問題の第１

点目、通学路の安全対策についてお答えいた

します。

通学路の安全確保につきましては、ハード

及びソフト面からの対策と、多様な関係機関

による対応が考えられるところでございます

が、今回は、主に市道の道路管理者からの視

点により、答弁させていただきたいと考えて

おります。

さて、通学路の緊急合同点検につきまして

は、昨年来、小学校及びＰＴＡ、教育委員

会、道路管理者、警察などの関係機関が一堂

に会し、学校関係者が抽出した通学路の危険

箇所について点検を行い、その対応策を検討

してまいりました。

その結果、合同点検を実施した３２カ所の

うち、安全対策が必要とされた３１カ所につ

いて対策案を取りまとめ、順次対策を進めて

いるところでございます。

はじめに、御質問の第１点目、改善の進捗

状況についてでございますが、昨年１１月３

０日現在、ハードあるいはソフト面、全ての

対策が完了している箇所は、３１カ所中４カ

所、進捗率にいたしまして約１３％でござい

ます。

次に、２点目の改善に要する期間について

でございますが、横断歩道の新設に向けた歩

車道境界ブロックの切り下げやカーブミラー

の設置、外側線の設置など、通常の道路維持

業務の範疇にあるものにつきましては、平成

２５年度中の対応を目指しております。

交差点改良や歩道新設など、多額の費用を

要する対策では、関係機関との調整に不測の

期間を要することもあり、全ての年次計画を

申し上げる段階には至っておりませんが、例

えば浜三沢のおいらせ農協本店の南側の特殊

四差路につきましては、既に事業着手してい

る路線整備の一環として交差点改良が組み込

まれておりまして、平成２７年度中には工事

を完了したいと考えております。

また、上久保小学校東側の県道三沢十和田

線の歩道拡幅につきましては、県事業とし

て、現在、測量設計などに着手していただい

ているところでございます。

次に、３点目の対策費用の見込みについて

でございますが、第２点目で触れました通常

の道路維持業務の範疇にあるものにつきまし

ては、その総額を約４５０万円程度と見込ん

でおります。浜三沢の特殊四差路の交差点改

良につきましては、交差する２路線の整備に

係る今後の事業費といたしまして、約２億

９,０００万円を計画してございます。

その他の事業につきましては、今後、具体

的な計画の立案に努めてまいりたいと考えて

おります。

また、県道管理者や警察など、当市以外の

関係機関による対策につきましては、今のと

ころ具体的な年次計画や対策費用、財源など

は示されていないところでございます。

市といたしましては、これらの対策を早期

に進めるとともに、対策案の段階にあるもの

にあっては、早期に具体化するよう努めるこ

ととし、その際に、国道交通省の防災安全交

付金といった財源の活用についても積極的に

検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山本文彦君） 教育問題の２点

目、学校給食での食物アレルギー対策につい

てお答えいたします。

御質問の１点目、本市の児童・生徒におい

て、食物アレルギーがある児童・生徒は何名

いるかとの御質問、及び２点目の、これまで
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食物アレルギー疾患のある子供への対応をど

のようにしてきたのかの御質問については、

関連がありますので一括してお答えいたしま

す。

市内の小中学校の児童・生徒は、平成２５

年１月末現在で３,９５９名が在籍してお

り、そのうち２７名が何らかの食物アレル

ギーがあるとの報告を受けております。

食物アレルギーがある児童・生徒への対応

につきましては、市内小中学校において、入

学・転入時に保護者から健康調査表を提出し

ていただき、食物アレルギーのある児童・生

徒の把握を行うとともに、学校給食センター

へ情報を提供いただき、緊密な連携を図るこ

ととしております。

また、毎日の給食時には、担任により、給

食に含まれるアレルギーの原因となる食材の

再確認を行い、誤って喫食しないよう細心の

注意を払っております。

さらに、児童・生徒に対し、食物アレル

ギーは命にかかわる重大なことであることを

理解させ、無理に食べさせないなどの指導を

行っております。

また、機会あるごとに教職員、養護教諭を

はじめ、学校関係者や栄養士を対象に、食物

アレルギー対応研修会を開催し、正しい知識

と対応力の習得、緊急連絡体制づくりに努め

ております。

重症なアレルギーを持つ児童・生徒に対し

ては、食物アレルギー症状を緩和させる自己

注射エピペンや予備の薬を学校で預かるなど

し、緊急時には即応体制がとれるよう整備し

てまいりたいと考えております。

現在、学校給食センターにおいては、アレ

ルギーの原因となる食材を除いた給食、いわ

ゆる除去食は提供しておりませんが、学校、

保護者と情報を共有し、約１カ月前には、学

校を通じ、当該児童・生徒及び保護者に給食

の献立表と、アレルギーの原因となる食材の

分析表を配付し、その日の給食について、保

護者の判断により喫食していただいておりま

す。アレルギーの症状が発症すると懸念され

る場合には、お弁当や代替食を持参していた

だいております。

次に、御質問の３点目、昨年末、調布市の

食物アレルギー事故を受け、再発防止のため

の取り組みは行われたかについてお答えいた

します。

昨年の１２月２０日、東京都調布市立富士

見台小学校の給食時に発生した食物アレル

ギーによるものと思われる死亡事故は、アレ

ルギーの原因となる食材のチェック体制や緊

急時の対応のあり方等に問題があったのでは

ないかと言われております。

このことから、１２月２７日付で文部科学

省より、全国の教育委員会に対し、学校内に

おける指導体制の整備と、保護者、主治医等

との連携など、可能な限り個々の児童・生徒

等の状況に応じた対応に努めるよう通知が

あったところでございます。

当市におきましては、これまでも食物アレ

ルギーのある児童・生徒に対し、適切に対応

してきたところでございますが、改めて市内

小中学校に対し、アレルギー食材のチェック

体制や緊急時の対応など、再確認をお願いし

たところであります。

いずれにいたしましても、子供たちは学校

給食をとても楽しみにしており、食物アレル

ギーのある児童・生徒も含めて、安全に、そ

して安心して給食が食べられるよう今後も努

めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） １０番。

○１０番（春日洋子君） 再質問させていた

だきます。

種市市長へお伺いいたしたいと思いますけ

れども、サイン表示につきましては、私は、

先ほどの答弁の中で、税務課長はしにくい場

所とおっしゃいましたけれども、私はヒアリ

ングのときにも申し上げましたけれども、よ

り市民が多く訪れて効果的だと思われる、そ

ういう窓口に表示してはいかがでしょうかと

いうことを申し上げておりました。全ての課

に、もちろんふさわしいものではないと思っ
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ております。

先日、私たち特別委員会で視察に訪れた宜

野湾市役所、こちらでは市長が就任されて庁

舎に入りましたときに、１階の庁舎内を見渡

したときに、非常にわかりにくいだろうとい

うことで、大きく改革をなされたということ

でありました。

私もこのことを間近で拝見をしまして、非

常に明るく、雰囲気がいいということは、ま

ず直感的に感じたわけですけれども、その背

景には、やはり市民の方から少し残念な声を

聞くことがございます。

それは、やはり窓口がわかりにくいととも

に、職員の方々の全てではないのですけれど

も、ごくごく一部でしょうけれども、対応が

親切ではない、丁寧ではないというような声

も、残念ながら聞かれることもございます。

これを踏まえ、また、こういうことも参考

にしながら、市役所の庁内の中の雰囲気を、

環境を変えることによって、職員の方のそう

いう思い、また、訪れる市民の方の思いが、

ひたひたと変わっていくのではないかという

ことを思っての今回の質問でありましたけれ

ども、このことについて、種市市長は、我が

三沢市役所の庁内を見たときに、当然、どこ

に行ってもトイレとかエレベーターは言うま

でもないことです。

こういう利用する場所は当然のことであり

ますけれども、そこに加えてという思いでの

提案の質問でありますので、これを市長がみ

ずからどのように感じていらっしゃるか、ま

た、必要であるかどうかということを、どの

ように思っていらっしゃるかということを改

めてお聞かせ願いたいと思います。

ジェネリック医薬品について、いい方向性

に進んでいるということでありましたけれど

も、部長から答弁いただいた中で、私のもと

にも差額通知サービスが届いておりまして、

なるほどこういうものかということを、より

理解をしておりましたけれども、この差額通

知サービスが届く方の年齢、また、全ての医

薬品ではないと思うのですけれども、対象医

薬品の主なものはどのようなものかというこ

とです。

そしてまた、具体的に三沢市の該当者に

は、差額通知サービスが何件届いているかと

いうことがおわかりになればお聞きしたいと

思います。

また、差額通知サービスを配付するに当

たって、新薬とジェネリック医薬品を対比し

たときに、お薬の料金がどのぐらい差が生じ

た場合にこれが通知なされるのかということ

を、まず１点目でお聞きしたいと思います。

先ほど部長からパーセントでの答弁がござ

いましたけれども、もしおわかりになれば、

三沢市が、県内の他市と比較して、具体的に

どのような状況であるか、金額的も含めてで

すけれども、どの程度の削減効果があらわれ

ているかということも、おわかりになればお

聞きしたいと思います。

そして最後に、政府は、ジェネリック医薬

品の取り組みを３０％と目標を明確にしてお

りますけれども、目標達成を目指して、まだ

本市はそこに届いていいないわけですけれど

も、さらなる取り組み、これまでも希望カー

ドを入れましたとか、２４年度から差額通知

サービスも導入しておりますけれども、まだ

まだ目標に到達するには、さらなる取り組み

をしている全国の中で先進事例もございます

ので、そういうことも含めて、市としてはど

のようなお考えを持っていらっしゃるか、あ

ればお聞きしたいと思います。

通学路について、安全対策ですけれども、

建設部長から答弁いただきました。非常に

がっかりいたしました。３１カ所ありまし

て、現在４カ所の改善。

うれしいことに、我が三沢市は、青森県の

中でも唯一１００％の点検を取り組みしまし

て、公表しておりました。非常にうれしく拝

見いたしました。その中で、青森県内の通学

路の対策箇所図として、三沢市は古間木小学

校が、こういうふうにインターネットで検索

することができました。

部長、この中で、現在、進捗状況の中で、
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４カ所とおっしゃいましたね。７小学校で３

１カ所、およそ平均的に四、五カ所かと思わ

れます。私、７小学校全てを、手元に資料と

してはございませんけれども、古間木小学校

のこの図を参考に申し上げさせていただきま

すと、仕事的に、これはさほど、今日に至る

まで、こんなに期間を要するものではないの

ではないでしょうかと思われるものがありま

す。

例えば、注意看板設置が３カ所、横断歩道

停止線のサインペイント、歩道のカラー舗

装、いかがでしょうか。こういうのは予算と

か期間が大幅に必要というふうに私は思われ

ないのです。

この中で見ますと、古間木小学校に関して

申し上げますと、歩道設置、これは先ほど答

弁の中にもありましたけれども、こういうも

のはやはり期間、予算、用地買収等々が生じ

る場面もありますので、無理だと思いますけ

れども、ぱっと見たとき、６カ所はできるの

ではないですかというふうに――ごめんなさ

い、古間木小学校は５カ所ですけれども。

項目を見ますと、そんなふうに思っており

まして、先ほど一般質問の中でも申し上げま

したけれども、速やかに対策を講じるという

ことが大前提でありますので、なぜこのよう

に、現在３１カ所中４カ所しか改善されてい

ないのか、その要因は何なのか、お聞かせ願

いたいと思います。

食物アレルギーにつきまして、市として

も、全児童・生徒を一括で給食センターで

賄っていますので、除去食が賄えないという

ことは、状況的には理解をしているところで

ありますけれども、学校関係者等も研修は受

けておりますでしょうけれども、アレルギー

を持っているお子さんは、家庭からのお弁当

ですとか、また、ちょっと違う場所でいただ

くとかあるようですけれども、クラスメート

にも食物アレルギーということが理解をされ

ればいいのかなと。まさか、いじめとか、の

け者になるとか、そういうことはないでしょ

うけれども、やはり必要というふうに学校で

お考えであれば、理解をしていただく学習の

機会を、何かの機会に設けるのも一つかなと

いうふうにも思っておりました。

それから、現在は、幸いにエピペンを使用

する児童・生徒さんが市内にはいらっしゃら

ないということですけれども、将来的に必要

なお子さんも出るかもしれません。そういう

ときに向けて、やはり今までエピペンを使用

している先生からの情報を見ますと、実際に

手でもってエピペンを、注射を実技訓練とい

うのですか、そういうことをしないと、いざ

というときには、それはなかなか、頭で理解

しても体がついていかないとか、そういうこ

ともあるようですので、万全を期すために、

そういう取り組みも、私が申し上げるまでも

ないことかと思いますけれども、そのような

こともお考えになっているかどうかというこ

とをお聞きしたいと思います。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

議員おっしゃることはよくわかります。当

然庁舎においでになる市民の方をはじめ、多

くの方々は、来て、明るく、そして親切に用

を足してもらえるというのを望んでいるわけ

でありますから。私もはじめてというか、行

政に携わりながら、議員おっしゃるように、

来たときにはおろおろして、どこへ行ってい

いかわからないというようなこともたくさん

あろうかと思って、窓口支援というものを特

別に設けさせた経過がございます。

それから、いろいろ窓口の対応など、たっ

た一言で相手を傷つける、たった一言で相手

を勇気づける。その一言が非常に相手に対す

る感触といいますか、影響があるわけであり

ますので、もちろん新年度の職員の訓示の中

では、いつもそのことを申し上げております

し、またさらに、初任職員にもそのことをい

つでも申し上げているわけであります。窓口

は特にそういうことを守っていただきたいと
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いうようなことで、励行をお願いしているの

ですけれども。

いずれにしましても、市民課とか、これか

ら特に年度終わり、始まりは多くなると思い

ますけれども、本当に明るく対応できるよう

に、いろいろと窓口の方々のお話も聞きなが

ら、対応を考えてまいりたいと思います。よ

ろしくお願いします。

○議長（舩見亮悦君） 民生部長。

○民生部長（宮古健一君） ジェネリック医

薬品の再質問にお答えいたします。

まず、対象の年齢ですけれども、その前

に、対象となる病気といいますか、医薬品の

例としまして、このジェネリック医薬品の使

い勝手といいますか、皆さんに平成２２年度

から、保険証交付の際に、ジェネリック医薬

品希望カードというものを一緒に同封してお

りまして、その中にも表記してあるのですけ

れども、ジェネリック医薬品の効果といいま

すか、やはり慢性的な病気については非常に

効果があると、いわゆる１年を通じてという

ことで、対象となるものにつきましては、生

活習慣病や慢性疾患等に用いる薬剤を指定し

ていると。

例としては、強心剤、血圧降下剤、血管拡

張剤、高血圧症剤、痛風治療剤とか糖尿病用

剤、抗アレルギー剤というふうに指定してお

りまして、当然、生活習慣病に一番かかると

いいますか、対象年齢は、当然そういうふう

な生活習慣病が出てくる年齢ですので、３５

歳以上としておりまして、通知を行う差額金

額が２００円以上差がある場合に通知をして

ございます。

通知件数でありますけれども、三沢市分に

おいての９月分発送で、約４５０件通知して

ございます。

それから、三沢市における差額といいます

か、効果額ですけれども、一応実績の出てい

る平成２３年度の実積でお話ししますと、大

体、医療費全額で約３２億５,０００万円か

かっているのですけれども、そのうち薬剤費

が約１８.２％を占めておりまして、金額的

にいきますと約６億円かかっていることにな

ります。それを、先ほどの２.８６ポイント

の成果というふうに掛け算しますと、大体

１,８００万円くらいの効果が出ているので

はないかというふうに考えております。

最後に、他市との比較でありますけれど

も、増加率では、三沢市は県内の中で、数

量、金額ベースともに、県内４０市町村の中

で一番成果が出ているというふうになってご

ざいます。

以上で回答を終わります。（発言する者あ

りあり）

大変失礼しました。

国のほうでは、医薬品としては５６.幾ら

とあるのですけれども、国は３０％の目標と

いうことで設定してございまして、三沢市は

一応クリアはしてございます。

ただ、やはり皆保険を守るためには、幾ら

かでも圧縮するという意味で、今後におきま

しても、県の国民健康保険団体連合会のほう

では、スタッフ等の関係で、今、年２回を限

度として実施しておりますけれども、さらに

回数をふやすためには、自治体で独自に対応

しなければならないということになりますの

で、そのためには職員の増員が課題となって

まいります。

ただ、その間にも、当面は、先ほどの繰り

返しになりますけれども、平成２２年度から

保険証交付の際に、ジェネリック医薬品の希

望カードを同封してございますので、そう

いった啓蒙活動を引き続き実施して、幾らか

でも削減できるように頑張ってまいりたいと

思います。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 通学路の再質問

についてお答え申し上げます。

例えばの例といたしまして、古間木小学校

周辺を例にとってということで御説明したい

と思いますが、その前に、先ほど私、御答弁

申し上げた内容といたしまして、３１カ所中

４カ所の１３％、これは、ハードあるいはソ
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フト全ての面の対策が完了したものの数でご

ざいまして、すぐに対応できるソフト的なも

のについての対応はほかにもやってございま

す。例えば、工事が必要なものであり、なお

かつドライバーへの注意喚起が必要であると

か、そういった場合は、工事のほうはまだで

きておりませんので、１３％にはカウントさ

れてございませんので、あくまで、すべから

く全てが解決したものについて１３％という

ことでございます。

その上で御説明申し上げたいと思います

が、古間木小学校の場合の点検結果といたし

ましては、周辺に県道が多いために、県道関

係のものが多いこととなっておりまして、例

えば駅の直前でございますと、歩道の新設、

外側線の再ペイント、注意看板、生徒指導と

か、そういったものがございます。こういっ

た生徒指導とか、そういったものでございま

すれば、学校のほうで先生方が生徒さん方に

すぐ対応していただいていると思うのです

が、どうしても歩道の新設とかとなります

と、工事を伴いますので、冒頭申し上げまし

たように、時期的なもの、それから、周辺に

商売をなさっている方がいる場合は、そう

いった方の同意とか、営業妨害にならないよ

うにしなければいけない、こういったのがま

ず一つです。

あと、古間木２号線、ファミリーショップ

フルタ様の交差点でございますけれども、こ

ちらについても、注意看板設置、歩道のカ

ラー舗装、カーブミラーの調整、生徒指導、

このように複数ある場合は、簡単にできるも

のと、できないものもあって、それで進捗が

落ちているということでございます。

全ては申し上げませんけれども、すぐに対

応できるような簡単なものは、決して手を抜

いているわけではございませんで、対応して

ございますし、あと、金額的にかかるものに

つきましても、維持的にできるものについて

は、遅くても来年度、２５年度。早いものは

今年度の雪が解ける段階で、看板等の設置は

ある程度終了する予定でございますので、幾

らかでも早く対応してまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山本文彦君） 教育委員会のほ

うから、先ほど通学路のお話の中で、対応箇

所として、生徒指導であるとか注意看板設置

等につきましては、もう既に教育委員会で製

作しており、雪が解ける３月末に設置する予

定で進めてございます。

箇所数で申し上げますと、３１カ所のう

ち、学校へお願いしている生徒指導の箇所は

１８カ所、また、注意看板設置につきまして

は１５カ所となってございます。

また、冬期間でございますが、商業高校の

通学路につきましては、冬期間変更するよう

な形で、文書でお願いしたりというような対

策をとってございます。

続きまして、給食問題でございますが、御

指摘のあった給食指導につきましては、年度

当初、保護者を交えて給食指導を行っており

ます。さらに、１２月末の事故を受けまし

て、来年度当初、強くまたお願いしてまいり

たいと思ってございます。

それから、自己注射のエピペンの使い方な

どの研修はどうなっているのかというふうな

お尋ねでございましたが、２２年７月２０

日、食物アレルギー対応研修会等において、

アレルギーショックへの対応と、教職員によ

るエピペンの使用の留意点などの研修を行っ

ております。さらに、昨年度、青森県養護教

諭研修会で、エピペンの使い方などの研修を

行っております。

そのほかに、市内養護教諭の情報交換会で

ありますとか、上十三地区養護教諭の研修会

等、機会あるごとにアレルギー対策の研修会

は実施してございます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） １０番。

○１０番（春日洋子君） 最後に１点。この

内容は、民生部の範囲を超えているかと思い

ますけれども、市としては、ジェネリック医
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薬品を促進するためのさまざまな手だてはし

てまいりました。ところが、患者さんの中で

は、先生に言えない。また、言いにくい。そ

してまた、当然ジェネリック医薬品で出して

くれるだろうと思って薬局に行ったら、実は

新薬で処方されていたとか、こういう部分で

すけれども、ここはまた、民生部の範囲を超

えているかもしれませんけれども、さらにと

いうことでは、こういう声、また、こういう

現状を踏まえた対策も必要かと思いますけれ

ども、これについて、最後、お聞かせ願いた

いと思います。

○議長（舩見亮悦君） 民生部長。

○民生部長（宮古健一君） ジェネリック医

薬品の再々質問にお答えいたします。

対医療機関ということになりますので、国

保連のほうと協議をして、そちらのほうか

ら、当然医療機関は国保事業をやっておりま

すので、協議会等を通じて、その辺はお願い

をしていきたいと思っております。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、１０番春日

洋子議員の質問を終わります。

この際、午後１時１５分まで休憩します。

午後 ０時１０分 休憩

────────────────

午後 １時１５分 再開

○議長（舩見亮悦君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（堀 光雄君） 議長を交代しまし

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

９番野坂篤司議員の登壇を願います。

○９番（野坂篤司君） みさわ未来の野坂篤

司が、通告に従いまして一般質問をさせてい

ただきます。

はじめに、特別市民制度についてお尋ねい

たします。

国立社会保障・人口問題研究所の市町村別

将来推計人口によりますと、三沢市の人口

は、今現在、２月末現在でありますが、４万

２,１８９人ですが、７年後の２０２０年で

は３万９,９７２人、１２年後の２０２５年

には３万８,７１２名になるとの推計人口を

公表しております。

人口減少は、三沢市行政運営にも地域経済

にも大きな影響があることは事実でありま

す。しかし、悲観しているばかりではいられ

ません。打つ手は無限にあると思います。

日本全国の市町村の事例を調査してみまし

た。何とすばらしい打つ手を実行している市

がありました。その市は、人口３万６,０７

５人の京都府綾部市でありました。

綾部市では、あやべ特別市民制度を平成１

１年７月からスタートし、平成２３年度は

１,３２３人、２４年度は１,６０４人とな

り、全国の注目を集め、ここ二、三年では、

毎年３００人ほどの新しい人口がふえている

そうです。

この制度は、綾部市出身者の方や綾部市に

勤務したことがある転勤者等の方々に特別市

民になっていただき、特典として、１万円の

会費で年３回、綾部の特産品を送付し、あや

べ特別市民ニュースレター送付、ふるさとカ

レンダー送付などの事業を展開しておりま

す。驚いたことに、特産品グループと共同

し、そのための市の予算を一銭も使っていな

いということであります。

今では、特産品を送るために、親御さんや

兄弟の方が、他県に在住している親戚を特別

市民に登録しているということであります。

こういう特別市民の募集ということで、

ニュースレターや、それから、ふるさと産品

についてのお知らせが行っているということ

であります。

つまり、綾部市市民全体があやべ特別市民

の営業マンになっている、そのようなことで

あります。

三沢市には、三沢高校と三沢商業高校があ

り、多くの卒業生がふるさとを思い、全国に

います。さらに、三沢市には自衛隊三沢基地

や住友化学、原燃関連会社をはじめ、多くの

他県出身者が在住されており、三沢市の地場
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産品を全国に発信する三沢特別市民になって

いただくことに理解をいただけるものと思う

のであります。

三沢特別市民制度を新たにつくることによ

り、三沢市を全国に知らしめる活動は、三沢

市協働のまちづくりにおいて大きな意味があ

ると思うことから、三沢特別市民制度を創設

し、取り組むべきと思いますが、三沢市とし

てどのような考え方があるのか、お伺いした

いと思います。

次に、三沢市農産物加工施設について質問

いたします。

１月１１日に、三沢市農産物加工施設が総

事業費１４億８,５００万円で完成し、落成

式が行われました。

「この施設は、三沢市の特産品であるにん

にく、ごぼう、ながいもなどを調理・加工・

研究し、地域へ供給することで地産地消の実

践、特産物の創出、食に対する意識の向上な

どにつなげることを目的」としている。この

ように広報みさわには書かれております。

私が一番関心のあることは、施設の中で地

産加工研究室の利用であります。その研究室

には、熱乾燥機、フリーズドライ、製粉機

械、大型ミキサーなどが設置されているそう

ですが、問題は、どのように活用していくべ

きかであります。

１番目の質問にありましたように、綾部市

では、このような施設を使い、生産者グルー

プが、とち餅、小畑みそ、梅ジャム、万願寺

とうがらし佃煮、山椒せんべいなどを生み出

し、１,６００万円の売り上げを地域経済に

もたらしているのであります。つまり、１万

円の会費で１,６００人の特別市民がいます

から、年間１,６００万円の売り上げを持っ

ているということであります。

ことしに入り、ＮＨＫで全国放送に取り上

げられた三沢のゴボウを紹介した人がよかっ

たのか、大変な人気でありまして、一躍三沢

農業のエースになりました。地産加工施設

は、そのための重要な役割を担っていると思

いますが、地産加工研究室などを利用した１

次産品の製造及び販売促進について、市民に

もわかるように、その利用と、その計画を示

すべきだと思いますが、いつ、どのように、

その利用の仕方を公表し、指導していくのか

を含め、伺いたいと思います。

次に、住宅・空き店舗・新築リフォーム支

援について質問させていただきます。

住宅支援事業は、平成２２年度１,５５２

万円、２３年度２,０２８万円、２４年度５,

３９６万円の予算を掲げ、三沢市内建築関連

業者５１社の補助金参加登録店による協力も

あり、大変評判もよく、三沢市の補助事業と

して効果がある事業だと思います。中でも、

空き店舗改装出店工事に限度額２００万円の

補助事業は、地域経済活性化のためにも有意

義な施策であると思います。

しかしながら、２３年度三沢市統計書の建

築確認申請件数から新築部門を見ますと、平

成１８年度に３０４件ありましたが、２０年

度には２４９件、２２年度には２１０件、２

３年度には１７７件となっており、年々減少

してきております。これでは、三沢市の住宅

工事環境について心配になってまいりまし

た。住宅支援事業も２５年２月までの完工と

なっており、その費用対効果の結果が出され

ていると思われます。

さらに、平成２６年４月から消費税の増税

に係る住宅新築リフォームの駆け込み需要が

予想される中、住宅新築リフォーム支援事業

のこれまでの成果と、今後の展開について伺

いたいと思います。

次に、最後の質問になりますが、教育指導

を考える中で、体罰と信頼について質問させ

ていただきます。

桜宮高校で生じた体罰による生徒の自殺を

きっかけに、学校での体罰問題は、一切の体

罰厳禁という方向へ動いています。桜宮高校

の体罰は異常であり、体罰問題というより、

教師による生徒への暴力問題だと、私は別枠

で考えるべき問題だと思います。

私が感じている最近の学校教育は、マスコ

ミ重視で、極端なことが多いように感じま
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す。ナイフ事件が起こると、ナイフ持ち込み

禁止、何か事件が起こるたびに、すぐ禁止す

る。いじめの問題が起きると、すぐ犯人捜し

をし、学校の責任を追及する。体罰に対して

も、過去へとさかのぼって、体罰を加えた教

師を告発することまで起きています。そんな

ことでこの問題が解決するでしょうか。

人間は、生まれながらにして、よい人間と

悪い人間がいるとは思いません。小学校も中

学校も高校も人間社会です。家庭の環境や体

調によって表情が違ってくると思います。も

ちろん先生も人間です。いろいろな心の葛藤

や体調、環境など、時には、自己中心になる

ときもあると思います。

しかし、学校教育の建て前は、みんな素直

な子供で、みんないい子になっています。そ

のような子供だけなら先生は苦労しません。

体罰を形で見るのではなく、教師と子供の信

頼関係に視点を置いてみなければ意味があり

ません。それが教育であります。

したがいまして、教師と子供の信頼関係を

構築する強い指導も時に必要ではないかと思

います。このまま体罰厳禁で、形ばかりの平

和教育がまかり通るのであれば、規則やルー

ルや、周りの迷惑を考えない自分勝手な子供

大人、ペット子供が世の中に、何も知らずに

出てしまうことにつながっていくことが懸念

されているのであります。

学校の字は、木へんに交わると書きます。

つまり、木へんに羽交い締めと書いておりま

す。小学校、中学校、いわゆる高等学校、こ

の学校というところには校がついています。

大学には学としかついていません。ですか

ら、大学は規則が余り厳しくないのでありま

す。つまり、小学校、中学校、高校と、校の

ついている、子供を羽交い締めにして、しつ

けをしなければならないと教えているのであ

ります。学校はそのような現場であります。

本来、しつけや社会道徳は、親が身をもっ

て教えるべきことですが、中には、そのよう

な環境にない子供もいる事実があります。そ

のような子供にしつけを指導する先生は、生

き方を指導する先生は、教師としての人間性

を高め、子供たちに尊敬されなければならな

いと思います。

私の考える体罰問題の解決は、教師の人間

性を高めることに大きなウエートを占めるの

ではないかと思います。

そこで、質問ですが、体罰の前に、教師と

子供の信頼関係をどのように指導し、教師の

人間性をどのように高めていくのか、三沢市

教育委員会の考え方を伺います。

以上で、私の質問を終わらせていただきま

す。ありがとうございました。

○副議長（堀 光雄君） ただいまの９番野

坂篤司議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの野坂議員

さん御質問の住宅リフォーム問題については

私から、その他につきましては経済部長から

お答えをさせますので、御了承願いたいと存

じます。

平成２２年度から継続実施しております産

業活性化住宅新築リフォーム事業につきまし

ては、市内企業の倒産の防止と雇用の確保を

図ることを主たる目的として、市民がみずか

ら居住する住宅の新築あるいはリフォームを

する際、市内事業者と契約し工事することに

よりまして、補助金が受けられる事業として

スタートしたものであります。

これまでの事業の成果でありますが、平成

２２年度は、新築１９件、リフォーム５７件

の計７６件の申請があり、補助金総額１,４

９５万円に対し、工事費の総額は５億９,６

００万円余りとなり、投資に対して約４０倍

の直接的経済効果がありました。

平成２３年度は、新築３０件、リフォーム

９９件の計１２９件の申請があり、補助金総

額２,０００万円に対し、工事費の総額は８

億８,９００万円余りとなりまして、投資に

対して約４４倍の直接的経済効果となったと

ころでございます。

今年度におきましては、新たに被災住宅新
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築工事に対する補助と空き店舗改装出店工事

に対する補助を対象に加え、補助金予算額を

５,０００万円に大幅に増額したところであ

ります。

平成２５年２月末現在の申請状況は、新築

が１８件、リフォームが１３５件、被災住宅

新築５件、空き店舗改装工事４件の計１６２

件の申請がございました。交付済み補助金

３,３８８万円に対し、約２４倍の直接的経

済効果となってございます。

また、直接的経済効果のほかに、平成２２

年度からの３年間で新築が７２件ありました

ことは、市内定住化対策としても一定の効果

があったものと考えております。

次に、消費税増税による新築住宅リフォー

ム駆け込み需要が予測される中、今後の事業

の展開をいかにしていくのかとの御質問につ

いてお答えをいたします。

今年度の新築住宅リフォーム事業は、５,

０００万円の予算額に対しまして、２月末現

在では３,３８８万円、約６８％の事業執行

率となっておりまして、年度末の推計では約

１,０００万円程度の予算残額が生ずる見込

みであります。中でも、被災住宅新築工事に

対する補助が予想を大きく下回り、今後も被

災住宅対象件数の減によりまして、申請件数

が減少するものと予測をしております。

また、消費税増税の施行につきましては、

御承知のとおり、景気条項が付されておりま

して、平成２５年１０月ごろに増税の可否に

ついて最終判断されるとのことでありまし

て、確定していない状況にあるわけでありま

す。

以上のことから、当該事業の平成２５年度

当初予算につきましては、駆け込み需要が生

ずるか否かは現時点では予測が困難なことか

ら、今年度の実績をもとに予算計上したとこ

ろでありますが、当該事業の申請状況の推

移、あるいは経済情勢の動向、税制の動きな

どを見きわめながら、予算の増減について判

断する必要があると考えます。

いずれにいたしましても、聞き取り調査の

結果、建設事業者や新築及びリフォーム等を

された市民の皆様から大変好評をいただいて

おりまして、また、一定の経済効果が認めら

れておりますことから、さらに経済効果の上

がる事業として研究してまいりたい、このよ

うに考えております。よろしくお願い申し上

げます。

○副議長（堀 光雄君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 特別市民問題

についてお答えいたします。

議員さん御質問の京都府綾部市が実施して

いる特別市民制度は、先ほどお話がございま

したけれども、平成１１年７月にスタート

し、その会員数が平成２４年度には約１,６

００人に達しており、年々増加傾向にあると

伺っております。

この制度は、特別市民に年度会費として１

万円を負担していただくことで、年３回ふる

さと産品を発送し、施設利用優待券や飲食店

の割引券及び広報紙等の行政情報やふるさと

情報なども一緒に送付するもので、特別市民

の方には、綾部市の現状をさらに知っていた

だき、綾部市外に住んでいる方々に綾部市を

ＰＲしていただくこともねらいとしているこ

とから、地場産品の振興を図る観点からも、

また、地域への愛着を深めていただき、広く

地域振興を図る観点からも、非常に有効な施

策の一つであると考えております。

当市における地場産品の販売及び流通の拡

大の取り組みにつきましては、これまでも農

業協同組合や漁業協同組合が主体となって、

その推進を図る中、行政の立場でも基盤整備

や助成制度、農水産物のＰＲ面などで必要な

支援を行ってきており、これらの取り組みに

より、三沢のゴボウ、ナガイモ、ニンニク、

スルメイカ、ホッキガイなどの農水産物の品

質のよさが、流通にかかわる関係者の間で既

に浸透し、その位置づけも確立されてまいり

ました。

このような取り組みが実を結び、今年度

は、特に三沢産ゴボウがテレビ・新聞等で大

きく取り上げられ、一般消費者にも広く知ら
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れる存在となってきておりますので、今後

は、さらにこの状況を生かすため、諸施策を

講じて認知度のアップや消費拡大につなげて

まいりたいと考えております。

なお、三沢市の場合、農水産物等の加工商

品が少なく、これを充実させることが喫緊の

課題となっております。

特別市民制度は、地盤産品の販路確保及び

拡大につながり、商品開発の動機づけにもつ

ながる取り組みであると考えておりますの

で、今後、施策の一つとして調査・研究をし

てまいりたいと考えております。

続きまして、農産物加工施設問題について

お答えいたします。

現在、農産物加工施設を利用し、多くの関

係者に加工品等を開発していただくため、今

年度から雇用創造推進協議会と連携し、商品

開発セミナーや販売戦略セミナーなどを実施

しております。

これにより、団体及び個人の特産品開発に

向けた意識や技術の向上を図っているところ

でありますが、この取り組みを来年度も継続

するとともに、これらセミナーの受講者や農

産物の加工を目指す団体、企業なども加えた

方々と連携を図りながら、農産物加工の推進

を図ってまいりたいと考えております。

これを進める上で、次の三つの施策を検討

しております。

まず、１点目といたしましては、今後生産

していくべき特産品や加工品等を検討した

り、特産品等の販売戦略を検討するための会

議を定期的に実施することであります。

また、２点目といたしましては、農産物加

工施設の利用促進を図るための利用団体の会

を設置し、それぞれが連携することで、人、

物を補い合い、よりよい商品開発体制をとれ

るような場を提供したいと考えております。

３点目といたしましては、当初予算にも計

上しております商品開発のための補助金制度

を創設することであります。

以上の施策を講じることで、当該施設の利

用促進と商品開発につなげてまいりたいと考

えております。

また、地元での地産地消の推進を図る取り

組みといたしましては、当市の農畜産物や水

産物の品質のよさを広く知ってもらうため、

当市が誇る食材であるゴボウ、ナガイモ、ニ

ンニク、スルメイカ、ホッキガイなどの半分

以上を意識的にメニューに取り入れている市

内飲食店を地産地消の店と認定し、これらの

店にはステッカーを店の入り口に張っていた

だき、三沢産の農水産物の紹介チラシのよう

なものをメニューに挟んでいただくことで、

各飲食店を訪れた人々に三沢の食材を強く認

識していただくとともに、これを味わってい

ただく取り組みを進めており、現在、その飲

食店の募集を行っております。

これにより、県内外から三沢を訪れた人た

ちはもとより、三沢に住んでいながら地元の

味に余り興味がなかった市民の方々にも、広

く三沢の食材を知っていただくと同時に、そ

こから口コミで情報を発信していただくこと

を目指しております。

以上の取り組みを実施しながら、農水産物

の加工品の商品開発及び販路拡大を図ってま

いりたいと考えております。

○副議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題について

お答えいたします。

教育は人なりと言われます。学校教育の成

否は、教員の資質、能力や熱意に負うところ

が大きく、教員は児童・生徒の人格形成に大

きな影響を与える重要な存在であることは言

うまでもありません。

このたびの大阪市立桜宮高校において、ス

ポーツ指導の場で体罰が行われ、それがもと

で、将来ある若い命が失われたことは、痛恨

のきわみだと思っております。

体罰は、制裁として身体に加えられた人権

侵害の行為であり、児童・生徒の人権及び人

間としての尊厳を損なう行為であります。そ

れは、児童と教職員の信頼関係を根底から崩

すものであり、学校教育法第１１条により明

確に禁じられております。
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しかしながら、同条に、校長及び教員は、

児童・生徒に懲戒を加えることができるとさ

れており、体罰とは区別して、懲戒を通じて

児童・生徒の前向きな気づきや規範意識の育

成が期待されているところであります。

ただし、一時の感情に支配されて、安易に

懲戒が行われることがないように留意し、家

庭と十分な連携を通じて、日ごろから信頼関

係を築くよう求められております。

当教育委員会としましては、体罰は、児

童・生徒に肉体的、精神的苦痛を与え、全て

の教育活動に影響を与えるものであり、保護

者や地域から学校に対する信頼を失わせる行

為であり、いかなる理由があろうとも、体罰

は許されないものであると認識しておりま

す。

教師と児童・生徒の信頼関係づくりにつき

ましては、次の五つの指導を重点としており

ます。

第１に、気になっている児童・生徒を最優

先に接する。第２に、児童・生徒を肯定的に

見る。第３に、児童・生徒一人一人に積極的

な関心を示す。第４に、自分自身の心を開

き、素直な態度で児童・生徒に接する。第５

に、児童・生徒一人一人に積極的なかかわり

を持つ。これらの姿勢を保ながら児童・生徒

に接していくこととしています。

教師の人間性を高める働きかけにつきまし

ては、人間として魅力のある教員の育成であ

ると考えています。

人間として魅力のある教員とは、第１に、

教育に対する強い情熱のある教員です。第２

に、教育の専門家としての確かな力量のある

教員です。第３に、総合的な社会性、人間力

を備えた教員です。

これら教育に対する使命感や児童・生徒へ

の愛情を持ちながら、教育の課題に適切に対

応することのできる、学び続ける教員を育成

することにより、児童・生徒のみならず、保

護者、地域に対し、教師への信頼を高めるこ

とが可能になると確信しています。

当教育委員会としましては、市内小中学校

がこのような人間として魅力のある教員集団

によって、学校組織として学びの共同体を構

築し、教師と子供との信頼関係が一層強固に

なるよう、校長、教頭が教員に対して行う年

３回から５回の人材育成評価面談や学校訪

問、要請訪問、校長会、教頭会の場面におい

て周知しております。

今後におきましても、関係機関及び団体と

適切な連携・協力を図り、情熱ある教師、協

力する保護者、支える地域といった三者を基

盤にして、体罰をはじめとする非違行為のな

い学校経営の実現を目指していきたいと考え

ております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） ９番。

○９番（野坂篤司君） ２点ほど再質問させ

ていただきます。

特別市民制度の話なのですが、これは実は

綾部市の市長さんが自分で発案して、何とし

てもやりたいということでやったことが、実

は担当が秘書広聴課になっているのですね、

綾部市の場合は。秘書室といいますか、秘書

広聴課というところで担当しているわけで、

産業とかなんとかでなくて、市長さんが何と

してもやりたいという、市長主導型でやって

いたような感じがします。やっているのだそ

うでありまして、これがもっともっと大きく

なると、産業政策課とかそっちのほうに行く

という話をしていました。

我が三沢市長は、全農の神というぐらい

で、全国農業協同組合連合会経営管理委員会

の会長でしたから全農の神と言われておりま

すが、その中で、農業、畜産、そういう第１

次産品をみずからが売っていくという部分で

は、大変うってつけだなと思っております。

特に、三沢市に来る、転勤される偉い

方々、自衛隊の司令官とか、そういう方々は

必ず市長さんのところに来て、離任の挨拶に

来るわけですね。そのときに、実はこういう

制度があるのですよと、特別市民になってい

ただけませんかと、百発百中入るのではない

かという気がします。
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そういう意味でも、この制度に対して、市

長さんの感想でいいですから、考え方でいい

ですから、一言いただきたいなと思っており

ます。

二つ目であります。先ほど教育長からお話

をいただきました。

私、一番気になっているのが、先生方が大

変だろうと思うのですよ。部活と学級経営

と、体罰に関しては分けるべきだなと。体罰

という言葉がよくないのですね。強い指導と

いうのがいいのですね。強い指導をすればい

いのですよ。学級崩壊が起こっているわけで

すよ。全くルールを守らない子供だっている

わけです。

私もいろいろな先生方を知っております。

ああいうふうにちょっとでもやると、体罰だ

と言われると、知らん顔したほうが楽だとい

うふうになってしまいます。これは、ぜひ教

育委員会が前面に立って、そういう一生懸命

な、熱血とされるいい先生をカバーするとい

う意味で、私は応援団として今話をしている

のですが、かっとなって殴っている先生もい

るかもしれません。でも、いろいろなことを

聞いてみると、先生を信頼しなくなるという

生徒は、先生が理不尽な行為をした、卑怯な

行為をしたと、そのときには先生を信頼しな

くなると。

逆に、先生が生徒を殴っていいときは、二

つあると言われているのですね。その生徒に

命にかかわることがあったとき、殴っても教

えてあげなくてはいけない。それから、感謝

の気持ちがない。そういうときには殴ってい

いという、ある本に書いておりました。実は

親子でもそうだと思います。

要するに、その子の命にかかわるときだっ

たら、殴っても、身をもって教えなくてはい

けない。それから、親にから口きいたとか、

おじいちゃんに刃向かっていったとか、そう

いうときは殴っても、「おまえ、お父さんに

そんなことするのか。おじいちゃんにそんな

口きくのか」って、それは殴っていい。私は

正解だと思います。

そういう意味で、部活はやりたくてやって

いますから、まだいいのですけれども、学級

崩壊になってしまったら大変なことになるだ

ろう。

ですから、私は、今の質問は、部活とクラ

スの運営、これに対して、体罰とは言いませ

ん、強い指導を認めるべきだと思います。そ

の学級崩壊になるようなクラスの運営と、そ

れから部活の運営とは分けて考えることが私

は大事だと思うし、強い指導を、ある程度見

ながら教育委員会としてはやっていくべきだ

と思いますが、もう一回、教育長の考え方を

聞きたいと思います。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

何かストレートに指名されると、心臓が弱

いので。

今回の質問書を見たときに、非常に私とし

ては興味があったわけであります。いろいろ

困難性の中で、これはすごい発想だなという

ことは正直に思いました。

ただ、いろいろ当地では、聞くところによ

りますと、いわゆる特産品を送る種類といい

ますか、それがやっぱり停滞ぎみで、だんだ

ん、欲しいものがないとか、そういうものが

あるやに聞いております。

いずれにしても、それはそれとして、逆に

また、どういうものがあるのかという喚起も

含めて、向上心があると思いますので、大変

興味を持っておりますので、考えさせていた

だきたいと思います。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 体罰問題に伴う教

師のあり方についての再質問にお答えいたし

ます。

野坂議員さん御指摘の事柄のあり方は、教

師の教育活動を支える地域の力であると思い

ます。

さて、今回の調査については、校長報告の
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中で、教師本人から申告のあったものに対し

て、校長による本人からの事情聴取、また、

その事案の正確な実態を調査することとして

います。

そして、その事案処理に対しては、適切な

指導のあり方や改善点を確認し、今後の適切

な教師の教育活動につなげることとしていま

す。

ここで、先ほど野坂議員さんが御質問され

ました留意点として、今回の調査が、ややも

すると、または、このたびの体罰の問題が、

ややもすると、教員等がみずからの指導に自

信を持てない状況を生み出さないように、ま

た、指導において過度の萎縮を招くことのな

いように、教師の人間性を高める働きかけを

各校に周知してまいりたいと思っておりま

す。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） ９番。

○９番（野坂篤司君） 済みません。今、私

の聞いたのは、部活と学級、ホームルームを

運営していく中での指導の仕方は、体罰とい

うか、強い指導によっても、部活は別にして

も、学級の運営に関しては、強い指導がなけ

ればやっていけないでしょうと。そういうと

ころに関して、教育長はどう思いますかとい

う質問をしただけです。

ですから、調査とかなんとかではなくて、

学級運営に関しては、今の強い指導がない

と、学級崩壊になってしまいますよと、先生

にそういうパワーを、教育委員会で応援して

あげないと、誰も構わなくなりますよ。だか

ら、そういう部分を応援していただきたいけ

れども、どう思うかという話です。よろしい

でしょうか。

○副議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再々質問にお答え

いたします。

生徒のクラスにおける指導、部活動におけ

る指導、特に、クラスにおける指導におい

て、ある程度強い指導もあってはいいのでは

ないかという質問であると思います。

クラスにおいては、全て学校の教育課程の

中で、規範意識並びに自分のあり方、生き方

等、道徳の時間等も含めて、生徒指導の面も

包含した形で指導をしております。

その流れの中で、教育活動の中で、学校活

動の中で、部活動というのも存在しておりま

す。ですから、一番長くいる時間、クラスで

の指導が児童・生徒にとって一番身につく時

間であると認識しております。

その中で、クラス経営に携わる教師につい

ては、校長等を通じて、先ほど言いましたよ

うに、答弁でお話ししたように、観点を分け

て、児童・生徒に周知、または生徒の目線

で、先ほど言ったような形で指導するような

ことを学校内で周知をする。

また、校長、教頭が、先ほど言いました

が、学校には人材育成制度という、全県内の

先生方が自己評価シートというものを書いて

おります。それに伴って、内部評価として自

己診断、外部評価として校長、教頭、管理職

の面談がございます。その中で、年度初め、

そして年度途中、節目節目においての進捗状

況、そして、年度末に、そこの反省、改善点

であるとか、または次年度に向けた目標を決

める。

そういうような形で、生徒を個々にきちん

と、担任のみならず、校長、教頭、管理職と

しての一つの仕事として、学校全体で見ると

いう体制、このような形が一番大事かと思い

ます。そういうような形で、今後とも児童・

生徒を指導していきたいなと思っておりま

す。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、９番野坂

篤司議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

２番髙橋武志議員の登壇を願います。

○２番（髙橋武志君） ２番市民クラブの髙

橋武志でございます。通告に従いまして一般

質問をさせていただきます。

１点目の質問は、観光振興について質問い

たします。
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まずは、３月１１日を前に、あれから２

年、東日本大震災を示す報道が今日多くなり

ました。

震災に関する報道は、以前に比べ激減し、

被災地の外にいる人の大半は、あの日以降起

きていることへの関心が薄れてきていると。

我々被災者は、あのときは一時的だと思い、

帰る希望を持って避難いたしましたが、時が

たつにつれて忘れ去られるのではと、復興へ

の筋道が見えぬ不安と今の心のうちを、仮設

住宅に避難されている人の声として新聞に掲

載されていました。

死者・行方不明者が１万８,０００人と、

震災関連死を合わせますと２万人に及ぶ東日

本大震災、想定外の甚大な被害をもたらしま

した。いまだ避難者数３１万５,０００人が

全国に分散し、多くの方々が震災で苦しんで

いるわけでございます。

この震災の教訓を踏まえ、このことを忘れ

ることなく、災害から市民をどう守るべき

か、市民が安心して暮らせるまちづくりへの

取り組みが求められています。

その状況の中にあって、当市は話題の多い

年明けとなりました。追い風、進む方向に吹

く順風を受けて、ことしに入って日本航空グ

ループは、２年５カ月ぶりに三沢－大阪伊丹

線をこの３月３１日に就航を再開すると発表

いたし、北海道への定期便も休止してから６

年弱も途絶えていましたが、北海道エアシス

テムの三沢－札幌丘珠線がこの７月から就航

することも決まりました。

東京羽田便のみとなっていた三沢空港は、

これから青森県南地域、岩手県北地域の玄関

口としての役割のほか、北海道、首都圏、関

西圏との交流拠点として、交流人口の拡大と

企業活動など、経済的な連携も期待され、こ

の機運を好機と捉えて、攻めの行動をとり、

午前中に鈴木議員の一般質問と重複する点も

あるかと思いますが、まずは地域が路線を育

て、路線維持に向けてあらゆるチャンネルを

使い、三沢に関する情報を全国に発信し、路

線を利用していただき、それらをも含め、三

沢に来ていただく。利用促進で地域の活性化

を、その大きな役割が今求められています。

日本中の話題を集めているＮＨＫ大河ドラ

マ「八重の桜」、八重の兄の会津藩士山本覚

馬の写真が京都の同志社大学に２枚あるだけ

と聞いていたが、肖像写真が当市の先人記念

館収蔵の資料から見つかりました。

ＮＨＫ大河ドラマ「八重の桜」の舞台に会

津が登場し、この歴史に改めて全国で注目が

集まっています。

当市にもゆかりのある斗南藩、県内の資料

館には、放送を機に関心を持った県内外から

の客が訪れるようになりました。斗南藩をＰ

Ｒ、宣伝する自治体も出始めました。

また、ことしは、寺山修司没後３０年の年

でもあります。全国各地で没後３０年のさま

ざまな企画がなされています。新しい世代を

中心とした寺山ファンは今もふえ続けている

とのことであります。

当市においても、薬師町は、寺山修司の実

家のあった古間木に近い、ゆかりの場所でも

あることから、平成２５年、ことしの三沢ま

つりに、寺山修司記念館と薬師町祭礼合同の

山車で、三沢まつりに前代未聞の山車が実現

するのではないかと期待されております。

そこで、観光振興についてお伺いいたしま

す。

折しもことし、伊丹便の復活、丘珠便の就

航、そして、これらの事柄を有機的に結びつ

けて、進む方向に吹く順風満帆に帆を上げ

て、観光振興に役立てる考えはないのか、お

伺いいたします。

２点目の質問は、市内小中学校の体罰につ

いてお伺いいたします。

嫌がらせ、いじめ、暴力、体罰について、

さまざまな議論がなされています。学校での

いじめ、職場での嫌がらせ、スポーツ界での

体罰、暴力などと。そして、いじめについて

は、大きな問題となった大津市の、昨年１０

月、中学生の自殺問題、いじめ問題の対応に

追われた校長が命を絶ち、社会に与えた衝撃

は大きく、連日のように報道されました。社
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会的関心が高まり、いじめ問題が顕在化して

きました。

野坂議員の質問と重複する点もあるかと思

いますが、体罰については、昨年１２月、大

阪の市立桜宮高校のバスケット部員の高校生

自殺で、スポーツ指導と教育指導、体罰につ

いて、いろいろな方々がさまざまな形で考え

が論じられています。

学校の運動部などで、スポーツで子供を成

長させるには、叱るよりも褒めるほうが有効

と言われていますが、しかし、世の中には、

愛のムチ、親がわり、体罰ではなく指導だと

多少の体罰を容認する考えを主張する人たち

もいると思います。

以前には、校内暴力対策に苦しんだ１９８

０年代に、学校現場の一部で体罰肯定論が起

こったことも事実であります。

現在の学校教育法では、学校で体罰を用い

ることは禁止されています。何を基準とし

て、何を体罰、懲戒とするのか、学校教育法

で禁じられている体罰の基準について、先

般、文部科学省は、居残り指導、授業中に起

立を命ずるなど、肉体的苦痛を与えない行為

は体罰ではないといった見解を学校の現場へ

通知することの方針を示しました。

体罰の定義、懲戒の程度、体罰基準、指導

等のあり方の基準が曖昧に示されているので

はないでしょうか。

懲戒を受けた児童・生徒や保護者の主観的

な行動により判断されるのではなく、いろい

ろな条件を客観的に考慮して判断されるべき

であり、特に、児童・生徒一人一人の状況に

配慮を尽くした行為であったのかどうかが重

要であると思います。

また、教師が体罰の範囲を誤解して、萎縮

することのないようにもしなければなりませ

ん。当然、嫌がらせ、いじめ、暴力も体罰の

あってはならないことであります。

そこで、市内小中学校の体罰についてお伺

いいたします。

市の教育委員会として、一般論として、体

罰をどのように評価するか、お伺いいたしま

す。

以上で、私の質問を終わります。御答弁よ

ろしくお願いいたします。

○副議長（堀 光雄君） ただいまの２番髙

橋武志議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの髙橋議員

さん御質問の観光振興についてお答えをいた

します。

現在、三沢市にもかかわりの深い会津藩を

舞台としたＮＨＫ大河ドラマ「八重の桜」が

放映され、話題を呼んでいるわけでありま

す。

また、当市においては、その中心人物の１

人であります山本覚馬の肖像写真が斗南藩記

念観光村の先人記念館で発見され、これが数

少ない写真であることから、先般、新聞・テ

レビ等でも大きく取り上げられたところであ

ります。

このような機会を捉え、当市では、平成２

５年度に会津若松市やＮＨＫ、さらには、同

志社大学の資料センターなどとも連携を図り

ながら、先人記念館において、同ドラマと関

連した企画展等を計画しているところであり

ます。

また、この「八重の桜」関連事業といたし

ましては、本年４月、斗南藩記念館村におい

て、桜の苗木３００本を植える記念植樹祭も

計画いたしております。その植樹に参加して

いただいた方々には、その桜のオーナーと

なっていただき、ネームプレートを取りつけ

る予定としており、現在、広報みさわやホー

ムページなどで、広く市内外からの参加者を

募集しているところであります。

今般、特に、札幌、大阪との空路が再び結

ばれることとなりましたので、県外の方々に

も積極的に参加していただくよう、取り組み

にも配慮したいと考えております。

これまで、斗南藩及び廣澤安任につきまし

ては、その魅力といいますか、功績などの割

りには全国的に余り取り上げられていなかっ
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たところではないのかなというような気がし

ておりますが、このような機会を捉えて、そ

のような認知度を高めるとともに、情報を大

いに発信し、観光施設としての位置づけを確

立してまいりたい、このように考えておりま

す。

また、寺山修司没後３０年の企画といたし

ましては、寺山ワールドが既に全国的に展開

を図っているところでありますが、当市にお

きましても、これと連動した形で、寺山修司

記念館において記念イベントを実施するほ

か、議員からもお話がございましたが、三沢

まつりにおいて、寺山修司をテーマとした山

車の製作、市内観光施設での演劇公演などの

実施が予定されてございます。

既に昨年整備いたしました寺山修司ゆかり

の地や、寺山食堂などを組み合わせた、東京

からの観光バスツアーの実施や、寺山修司の

生地三沢として、寺山を満喫できる観光ルー

ト案内など、観光客の誘致に向けた取り組み

を進めてまいりたいと考えております。

さらには、来る３月３１日からの大阪便再

開に向けまして、既に関西圏の旅行会社に、

それらの計画や、ご当地グルメ、航空科学

館、あるいはアメリカンバーなどの魅力も伝

える中で、三沢空港を活用した観光プランの

作成なども働きかけをしております。

もとより、三沢市には多くの魅力的な、個

性的な観光資源がございますので、現在の追

い風となっている状況を踏まえて、これから

も積極的に活用し、三沢市の観光地としての

イメージアップを図りながら、官民一体と

なって三沢市の観光振興に努めてまいりた

い、このように考えております。よろしくお

願い申し上げます。

○副議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 市内小中学校の体

罰についての御質問にお答えします。

懲戒と体罰については、学校教育法第１１

条で、「校長及び教員は、教育上必要がある

と認めるときは、文部科学大臣の定めるとこ

ろにより、児童、生徒及び学生に懲戒を加え

ることができる。ただし、体罰を加えること

はできない」としています。

この条文では、まず、懲戒を通じて児童・

生徒の自己教育力や規範意識を育成すること

を期待しながらも、一時の感情に支配され

て、安易な判断のもとで懲戒が行われないよ

うに留意することが大切だとしております。

また、体罰については、条文で、「ただ

し、体罰を加えることはできない」とされ

て、いかなる場合でも殴る、蹴るなどの身体

に対する侵害、長時間にわたる正座、直立な

ど、肉体的苦痛を与える懲戒である体罰を

行ってはならないとしております。

そして、個々の懲戒が体罰に当たるか否か

は、単に懲戒を受けた児童・生徒や保護者の

主観的な言動により判断されるのではなく、

懲戒を受けた児童・生徒の年齢、健康、心身

の発達状況、懲戒が行われた場所的、時間的

環境、懲戒の態様などの諸条件を総合的に考

え、個々の事案ごとに判断する必要があると

しております。特に、児童・生徒一人一人の

状況に配慮を尽くした行為であったかどうか

の観点が重要だとされています。

したがって、児童・生徒に対する有形力、

つまり、目に見える物理的な力、具体的に

は、腕力等の肉体的力で相手を押さえつける

等の行使により行われた懲戒は、その一切が

体罰として許されないというものではないと

いうことが判例において示されております。

例えば、教員が生徒の頭をこぶしで軽く数

回たたいた行為について、有形力の行使と見

られる行為は一切許容されないとすること

は、本来、学校教育法の予想するところでは

ないとした東京高裁判決や、出席簿で生徒の

頭を軽くたたいた行為について、状況に応

じ、一定の限度内で懲戒のための有形力の行

使が許容されるとした浦和地裁判決等があり

ます。

さらに、小学校教員が反抗する２年男子児

童の胸元をつかんで、壁に押し当てて叱責し

た行為が体罰に当たるかどうか争われた事件

の最高裁判決では、教師は、児童の悪ふざけ
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に立腹して本件行為を行っており、やや穏当

を欠くところがなかったと言えないが、本行

為は、その目的、態様、継続時間等から判断

して、教員が児童に対し行うことが許される

教育的指導の範囲を逸脱するものではなく、

体罰に該当するものではないと判示しており

ます。

裁判例のほか、例えば放課後等に教室に残

留させる、学校当番多く割り当てる、立ち歩

きの多い児童・生徒を叱って席に着かせるな

どの行為も、児童・生徒に肉体的苦痛を与え

るものでない限り、通常、体罰には当たらな

いとされております。

三沢市教育委員会としましては、常日ごろ

より、青森県教育委員会から出されている、

教職員の非違行為根絶のための研修用資料等

により、服務規律の確保についての周知を

図ってまいりました。

今般、市内全校長を対象にして、体罰につ

いての研修会を開き、前記の体罰の範囲、体

罰の認定、有形力と体罰の関係、判例につい

ての理解を深め、市内各校において体罰禁止

の徹底を再確認しております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） ２番。

○２番（髙橋武志君） 大変難しい体罰の問

題を質問して、大変勉強しながらやっていま

したけれども、種市市長をはじめ、教育長の

御答弁ありがとうございました。

再質問をさせていただきますけれども、観

光振興について、いろいろな形でこれから事

業のほうも何点かやっていくというような答

弁がございました。

今、大変、寺山修司、全国的にいろいろ

な、寺山ワールドという形のところでいろい

ろな事業を、インターネットで調べると、や

るという形が出ております。

そしてまた、北海道、大阪便、そういう形

で飛行機も三沢とつながるわけですけれど

も、それらをいろいろ組み合わせて、もっと

三沢市をＰＲできるものがあるのではないか

なと思いますけれども、まだはっきり決まっ

ていないとしても、これからこういうことを

やりたいなと、そういう思いがあるのかな

と。あれば、その考えを、先ほど野坂議員の

質問もありましたけれども、そういう思いが

あれば、市長のほうからお聞かせいただけれ

ばと、かように思っております。

そしてまた、体罰についてでございます。

学校教育法第１１条では、体罰はやっては

ならないのだということをうたっておりま

す。やってはならないということは、体罰は

ないのだというように解釈してもいいのかな

と。

そうすると、懲戒という、制裁を加えると

いうものは認められていると。その制裁は、

では、どこで判断していくのかと。体罰に入

るのか、制裁、懲戒なのかと。その目安とい

うものを、市としては、これからどのような

方向性を持って学校の現場の中に浸透させて

いくというのか、そういう望ましい方向性を

どのようにあらわしていくのかなと、そのよ

うに思いますけれども、もし考えがあれば御

答弁をお願いしたいなと思っております。

以上です。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

観光事業、いろいろあるようですけれど

も、まだ発表はされないけれども、何か考え

ているのかというような質問だったと思いま

す。

実は、現政権になって緊急経済対策、補正

が打ち出されておりますが、この中で、国土

交通省、観光庁でございますけれども、樹立

する官民協働した魅力ある観光地の再建ある

いは強化事業というものがございまして、こ

れは国直轄の補助事業でございますが、これ

に現在、１,５００万円ですけれども、事業

申請を行っております。

これが採択されますと、大阪、札幌便に加

えて、羽田便も活用しながら、いわゆる寺山

修司没３０年及び「八重の桜」に関連した、
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いわゆるモニターツアーなどを数回実施する

予定にしてございます。

また、このモニターツアーを実施するに当

たっては、この事業の中で全国的な旅行雑誌

等に数回、モニターツアーの情報と三沢の観

光情報を掲載してＰＲを図るとともに、この

モニターツアーをもとに、魅力ある観光地と

しての、いわゆる再構築を図るための見直し

や、あるいは三沢市の総合的な観光計画を策

定することとしておりまして、これにより、

今後のより魅力的かつ効果的な観光施策を講

じていくことができるのではないのかなと考

えております。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再質問にお答えし

ます。

教員の懲戒行為の周知及び取り組みについ

ての再質問と捉えてお答えいたします。

教員の懲戒行為の周知につきましては、先

ほど答弁で申し上げた事項とあわせて、現教

育委員会から出されている教職員の非違行為

の根絶のための研修資料等により周知を図っ

てきたところであります。

しかし、現実には、懲戒行為の状況は多種

多様であり、体罰か懲戒かについて、さらに

合理的に判断する必要があることから、下村

文部科学大臣は、今年１月２４日の文部科学

委員会で、今後、体罰と懲戒との区分につい

て、改めて明確にすると述べ、その違いを定

義づける考えを示しております。

これらが示された際には、市内全校の教職

員に、現在の考え方との相違を含めたリカレ

ント教育とあわせて、適切に周知を図ってま

いります。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、２番髙橋

武志議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。

それでは、一般質問に入ります。

まず第１の質問、基地問題の１点目、次期

主力戦闘機Ｆ－３５配備について伺います。

先般、東北防衛局の野中企画部長をはじめ

とする担当者の方々が来庁され、市議会に対

し、Ｆ－３５配備に向けてのスケジュール等

の説明を行いました。

老朽化したＦ－４戦闘機の後継機としてＦ

－３５Ａを取得し、平成２４年度に４機を調

達したのに続き、平成２５年度予算案には、

２機分の取得関連経費を計上し、最終的には

４２機の調達を予定していること。そして、

そのＦ－３５の導入にあわせて、パイロット

用シミュレーター装置などを三沢基地に配備

するための調査工事費８００万円を計上した

との報告がありました。

しかしながら、このＦ－３５は、いまだ開

発途中で、ことし１月にＦ－３５Ｂ型の燃料

圧力計にふぐあいが見つかり、空軍使用のＦ

－３５Ａ型からも、エンジンのタービンの羽

に亀裂が見つかり、全機種が一時飛行停止に

もなっております。

米軍は、２０３０年代後半までに２,５０

０機調達する計画と言います。しかし、ソフ

トウエアをはじめとする開発のおくれが目立

ち、初期に引き渡しされるＦ－３５は、性能

面やトラブルに不安のある機体となることが

指摘されています。

価格も当初の１機９９億円から１０２億円

と上昇し、今後も高騰する可能性があると言

われています。

最新のソフトが搭載されず、日本の防空任

務には適用できないなど、性能が不十分にも

かかわらず、高額な戦闘機を焦って調達する

ということになります。

そして、そのトラブルが懸念される初期段

階のＦ－３５の国内初の配備先となるのが三

沢です。

また、Ｆ－３５は重量がかさみ、そのため

強力なエンジンを搭載したことで、Ｆ－１６

の比ではないぐらいの騒音が懸念されると言

われています。
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このようなことを踏まえ、三沢市として、

騒音対策や安全面での影響をしっかりと分析

する必要があると思います。当市の対応を伺

います。

次に、基地問題の２点目、米海兵隊の垂直

離着機ＭＶ－２２オスプレイ配備、低空飛行

訓練に対する当市の対応について伺います。

垂直離着機ＭＶ－２２オスプレイは、昨年

１２月から日本全土で訓練が実施されると報

道されておりました。

先月２８日、小野寺防衛大臣は、記者会見

で、在日米軍から日本政府に対し、３月６日

からオスプレイ３機を岩国基地に移し、低空

飛行訓練を行うことを明らかにしました。

訓練ルートを急遽、訓練前日に九州から四

国和歌山ルートに変更し、関係地域に不安と

戸惑いを与えています。このことから、今

後、日本全土での訓練が本格化する危険性が

あります。

現在、オスプレイによる沖縄の訓練では、

米軍は日米合意を守らず、危険な市街地上空

や低空飛行を行い、沖縄県民から怒りを買っ

ております。オスプレイの騒音被害の報告も

寄せられております。

これから本土での訓練が北上し、三沢基地

使用となれば、三沢市民の安心・安全が守ら

れません。オスプレイによる騒音被害や墜落

事故の危険性が懸念されることから、しっか

りとした調査を行う必要があります。防衛局

からの運用の情報提供を求めることは当然で

すが、当市として、沖縄県や他の関係自治体

が行っている飛来情報収集と監視強化態勢を

構築するべきと思います。オスプレイに対す

る当市の対応を伺います。

次に、第２の質問、津波対策について伺い

ます。

東日本大震災から早くも２年がたとうとし

ています。にもかかわらず、復興が依然とし

て進まず、いまだ３１万人を超える方々が避

難生活を余儀なくされていることに胸が痛み

ます。

そして、３.１１の特別番組で映し出され

るあのすさまじい津波の映像を見るたびに、

二度と津波の犠牲者を出さないようにしなけ

ればとの思いを強くします。

当市では、今まさに、国、県の防災計画策

定の指針と整合させながら、地域防災計画の

策定に力を注いでいるところだと思います。

昨年１０月には、県の調査から、想定太平

洋側海溝型地震が最も被害が大きく、広域的

に被害が発生するものと予想され、青森県海

岸津波対策検討会により、津波浸水予測図が

示されました。それによると、三沢市の沿岸

部では、津波水位が７メートルから１７メー

トルにまで及ぶと予測され、その対策が急が

れるところです。

当市の担当課においても、地域住民や関係

組織等とともに、津波避難対策に尽力されて

いることは承知しております。

そうした中、テレビニュースで、津波避難

用シェルターを目にしました。静岡県浜松市

のさざんか保育園の園長が、南海トラフ巨大

地震に備え、津波避難用のシェルター艇を導

入したとありました。

私は個人視察先に選定し、実際にシェル

ターに乗り込み、説明を聞きました。シェル

ター艇は、全長６.５メートル、幅２.６メー

トル、高さ２.８メートルの繊維強化プラス

チック製で、水面に浮き、転覆しても起き上

がる構造になっています。外壁を二重にし、

内壁もクッション材で覆うなど、安全性の高

いものです。定員は園児６０人で、大人であ

れば２６人が可能です。水、食料を備蓄でき

ますし、３日から７日間漂流しながら救助を

待てる。衛星携帯電話を備えているため、Ｇ

ＰＳで漂流位置も探知されることになってい

るそうです。トイレもオプションで設置可能

になっていますし、大きさや出入り口の開口

幅など、避難者のニーズに合わせても特注で

きるそうです。維持管理費もかからず、３０

年、４０年放置しても、塗装も必要ないそう

です。

その園長の津波シェルター導入に踏み切っ

た最大の理由は、園児の命を守るのが園の責
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任との思いだったそうです。南海トラフ地震

に備えて、保育所から避難場所まで８００

メートルですが、園児１２０人を伴いながら

では、無事に避難させるには不安があったそ

うです。それならば、すぐに乗り込んで助か

る潜水艦のようなシェルターはないかと調べ

て、密閉型の救命艇を探し出し、山口県の造

船会社の社長に直談判して、シェルター製造

の実現にたどり着いたそうです。

日本初の津波シェルター誕生により、昨年

秋に２艇の設置が実現したということです。

今では、避難訓練により、２分で園児全員が

乗り込めるようになっているそうです。この

シェルター設置によって、いつ来るかわから

ない津波に対する恐怖心が和らぎ、安心して

保育に専念できると言っておられました。父

兄の方々には説明会を開き、納得していただ

いたと伺っています。

地震はいつ起こるかわかりません。真夜中

だったり、大雪や吹雪で通常の避難ができな

い事態をも想定しなければなりません。さま

ざまな見地から避難計画を立てるべきと思い

ます。

沿岸地域には保育園や学校、老人施設もあ

り、また、身体障害者、要介護者が３９５名

もいらっしゃるとのことです。逃げ場がなく

なった最後の手段として活用できるのではな

いでしょうか。

先日、「ノアの方舟、安全性確認」という

新聞記事を読みました。「国土交通省四国運

輸局が津波救命艇の安全性試験を実施し、そ

の安全性を確認した」とありました。「強度

試験では、東日本大震災の津波を想定し、秒

速１０メートルの速さで建物などにぶつかっ

た場合の衝撃を調べるため、５メートルの高

さから垂直に地面に落下させる実験でも本体

に大きな損傷はなく、内部も安全性を維持で

きた。１８０度回転させても、自力でもとに

戻る試験結果が出た。今後、民間企業の参入

を促し、自治体などによる公園や校庭への配

備を目指す」とありました。

このような観点から、当市としても津波避

難シェルターの導入を検討されてはどうで

しょうか、当市の見解を伺います。

次に、第３の質問、公共交通政策について

伺います。

私は、昨年２月の一般質問におきまして、

乗り合いタクシーを検討されてはどうかとい

う質問をいたしました。その後、検討課題と

して、どのように対処されているのでしょう

か。

私は、先月、個人視察をさせていただいた

際に、茨城県の石岡市で実地されている石岡

市乗り合いタウンメイトというデマンド交通

システムについて視察させていただきまし

た。

石岡市は、今から１０年前の平成１５年か

ら新多目的交通システムの検討を始めたそう

です。先進事例を研究、検討委員会を立ち上

げ、住民ヒアリング調査、財務、エリア、運

行時間、人数、需要予測等を検討し、合併前

の石岡市、人口５万人地域のみ、平成１８年

に乗り合いタクシーをスタートさせたそうで

す。

当初は、中心市街地活性化のために、商店

街に市民を呼び込むことを目的としていたと

言います。しかし、利用者のほとんどが高齢

者だということで、中心市街地活性化に結び

つかなかったことから、視点を変え、運行主

体も社会福祉協議会に変え、地域の活性化と

福祉の向上を図ることを目的として、新たに

愛称を乗り合いタウンメイトとして実施した

そうです。病院通いや買い物に利用しやす

く、交通弱者に大変喜ばれているそうです。

また、高齢者の交通が便利になることで、

免許証の返還にもつながるのではないでしょ

うか。さらに、財政的にも、運行経費を旧石

岡市で試算したところ、市の補助金が４,０

００万円から３,０００万円に縮小される見

込みになったそうです。民間事業者の経営に

悪影響が出ないように配慮しつつ進めたそう

です。

運行車両は、ハイエースワゴン１０人乗り

５台、１５人４台の計９台を手配したそうで
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す。利用希望者に事前に登録していただき、

予約は、利用する日の５日前から当日の運行

時刻の３０分前までとしています。乗車料金

は１回３００円に設定されています。受け付

け時間は午前７時半から午後５時４５分まで

となっています。自宅前や指定場所から希望

目的地まで送り、帰りも同様の方法となりま

す。

この乗り合いタクシーを導入すれば、寒い

時期に家から遠いバス停まで１５分、２０分

かけて歩いていって待つ必要もありません。

高齢者の方々が出かけやすくなることによっ

て、高齢者のひきこもり対策にもなります。

大型バスに１人、２人だけというケースや、

空バスによる経費の無駄も改善されます。検

討委員会を立ち上げ、導入に踏み切るべきと

考えますが、当市の見解を伺います。

次に、第４の質問、除排雪対策について伺

います。

昨年に引き続き三沢市も大雪に苦しめられ

ているところです。雪の捨て場がなく、道路

脇に積み上げられている雪で道路が狭くな

り、車道を歩かざるを得ない状況に陥ってい

ます。特に、高齢者や通学路では、子供たち

が危険な状況に追い込まれています。このよ

うな状況を改善すべく、さらなるきめ細かな

除排雪の対策が必要ではないでしょうか。

確かに予算がかかることから、除排雪対策

といっても限界はあるかもしれません。厳し

い予算の中、当市の担当課はこれまでも除雪

対策に、市民からの苦情や要望にできるだけ

応じるように努力されてきています。天気予

報を見ながら、大雪には担当課の職員が泊ま

り込みで対応に奔走されていることも承知し

ております。頭が下がる思いです。

また、三沢市の職員の中から高齢者宅に対

する除雪ボランティアを募り、組織している

とお聞きしています。大雪があったときに、

要請があった高齢者のみのお宅に出動するよ

うになっているということです。

また、事業者に対しても、事業者の費用負

担を軽減させるシステムにすることによっ

て、事業者が除雪事業から撤退することを防

いでいます。

担当課の努力は認めながらも、積み上がっ

ている道路脇の雪を眺めながら、何とかなら

ないものかと思案していたところ、十和田市

の除雪対策を新聞で知りました。早速、十和

田市の担当部長からお話を伺ったところ、改

善策が実を結び、市民からの苦情が減った

と。

そこで、当市でも取り入れてはどうかと、

次に五つの対策を提案するものです。

まず、対策その１、除雪事業者と行政と町

内会の三者面談で改善策を話し合う。このこ

とによって、それぞれの要望や問題点が明ら

かになり、改善へとつながったということで

す。

次に、対策その２、除雪地域と担当者の事

業者名を入れた住宅地図を作成し、毎年広報

に折り込んで配布する。このことによって、

市民が直接担当事業者とかかわることにな

り、事業者が丁寧に対応するようになった。

事業者間で競い合うように、自分のところが

一番丁寧だと言われるように頑張るように

なったということです。

対策その３、除雪車による玄関前などの置

き雪対策として、私有地で空き地になってい

るところを、行政が土地使用料を払い、除雪

車の雪捨て場として借りる。このことによっ

て、置き雪が少なくなり、住民に喜ばれてい

るそうです。

対策その４、除雪車がなかなか入れないよ

うな農村部の生活道路は、冬場の収入になる

ように対価を払ってお願いする。

対策その５、主に通学路の歩道の除雪対策

として、ボランティア団体を大々的に募り組

織する。十和田市では、小型の除雪機を貸し

出しし、全ての費用は市の持ち出しとし、労

力だけお願いして、現在２２団体が稼働して

いるということです。

三沢市も貸し出しは行っているようです

が、希望者が少ないと伺っています。その対

策も考えてはいかがでしょうか。改善策につ
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いての当市の見解を伺います。

以上をもちまして、檀上からの一般質問を

終わります。

○副議長（堀 光雄君） ただいまの４番奥

本菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

さん御質問の基地問題のうち、Ｆ－３５の配

備に対する対応については私から、その他に

つきましては副市長及び担当部長からお答え

をさせますので、御了承願いたいと存じま

す。

Ｆ－３５Ａ戦闘機の配備計画につきまして

は、議員おっしゃるように、先般、防衛省か

らその概要について説明を受けたところであ

ります。

その説明によりますと、Ｆ－３５Ａは、平

成２４年度予算で４機発注されており、平成

２８年度末に日本側に引き渡され、その後、

アメリカで約２年間程度訓練に使用した後、

平成３０年度以降に三沢基地に配備される計

画であり、また、平成２５年度予算で発注さ

れております２機については、平成２９年度

末に三沢基地に配備される計画となっており

ます。

御質問のＦ－３５Ａに搭載されているエン

ジンブレードの亀裂につきましては、先般、

アメリカ本土の空軍基地において、点検業務

中に発見され、全てのＦ－３５の飛行運用が

一時中止されておりましたが、その後、アメ

リカ国防省の調査結果により、設計上の問題

はないとして、飛行運用を再開しておりま

す。

いずれにいたしましても、現在、Ｆ－３５

Ａにつきましては、まだ開発段階であります

ので、安全上の全ての問題が解消された上

で、三沢基地へ配備されるものと考えており

ます。

私からは、以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 基地問題の２点

目、ＭＶ－２２オスプレイに関する御質問に

お答えいたします。

去る３月５日、防衛省からの情報によりま

すと、ＭＶ－２２オスプレイが訓練のため岩

国飛行場に飛来したとのことでございます。

訓練内容といたしましては、３月６日から

８日までの３日間、３機のＭＶ－２２オスプ

レイが沖縄から岩国飛行場に飛来し、四国地

方において低空飛行訓練等を実施する。同期

間中は夜間飛行訓練も実施する予定である

が、訓練計画については、当日の気象条件等

により変更があり得るという内容の情報提供

があったところでございます。

市では、早速、ＭＶ－２２オスプレイの三

沢基地使用について、三沢防衛事務所に確認

したところ、現時点で三沢基地使用に関する

詳しい情報はないとのことでございます。

このようなことから、現段階で三沢基地が

使用されるか否かは極めて不透明な状況であ

り、市といたしましても、今後、その状況を

注視してまいりたいと考えております。

なお、訓練飛行の予定ルートに含まれる可

能性のある各自治体での取り組みであります

が、オスプレイの飛行訓練の実態を把握する

ため、目撃情報を収集する窓口を設置した自

治体もございます。

当市におきましては、三沢基地所在による

基地問題に対処する窓口として、基地渉外課

を設置しており、市民からの苦情や相談、通

報等を収集する役割を担ってございます。飛

来情報等の収集等を行うシステムは既に整っ

ているものと考えております。

次に、公共交通政策についてお答えいたし

ます。

当市では、市立三沢病院の移転に伴うアク

セスの確保とともに、三沢駅における鉄道と

バスとの公共交通機関相互による結節機能の

強化を図り、まちづくりと一体となった地域

公共交通の活性化と再生に取り組むため、平

成２２年１１月より、市内バス路線網の再編

を伴うコミュニティバスの実証運行を開始

し、平成２４年４月より本格運行へ移行した
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ところでございます。

運行本数やダイヤ等につきましては、これ

までも市民の皆様からさまざまな御意見をい

ただいており、通院、通勤・通学、買い物な

ど、利用者の多様なニーズに対応しながら、

効率的かつ効果的な公共交通体系の構築を図

るべく、検討を重ねてきているところでござ

います。

本年１月に実施いたしました市立三沢病院

での来院者を対象としたヒアリング調査によ

りますと、コミュニティバスへの不満の割合

は、昨年度と比べ低くなっておりますが、地

区別に見ますと、北部地区における運行間

隔、本数、利用運賃に対しての不満の割合

が、他の地区と比べ高くなっております。

これまでも北部地区のバス利用者の方には

御不便をおかけしていることから、今回の調

査結果をもとに、本年４月１日のダイヤ改正

に合わせ、市立三沢病院から北浜方面への午

後の時間帯におけるバスを直行便として、新

たに２便増便することとしております。

また、地域間における運賃格差の是正策と

して、北部地区と市立三沢病院を結ぶ北浜木

崎野線を対象に、上限運賃を５００円とする

実証実験事業を１年間実施することとしてお

り、これまで以上に利便性の高い公共交通

サービスを提供できるものと考えておりま

す。

御質問のデマンド型乗り合いタクシーにつ

きましては、導入している自治体により多少

のバリエーションはございますが、基本的に

は、事前に登録した利用者から電話予約を受

け、時刻表に基づいて出発した車両が自宅や

指定場所まで迎えに行き、巡回しながら相乗

りして、それぞれの目的地まで運行する公共

システムでございます。

メリットといたしましては、予約制である

ことから、利用者がいない場合には運行を休

止することができます。また、停留所の場所

にこだわらず、利用者の自宅や指定場所まで

迎えに行くドア・ツー・ドアに対応している

ことから、利用者は停留所まで移動する必要

がないことなども挙げられております。

一方、デメリットといたしましては、迂回

しながら利用者を乗せて目的地まで向かうた

め、時間に余裕のある人でなければ利用しづ

らいこと。さらに、使用する車両がワンボッ

クス型かセダン型の乗用車になっているた

め、１便での輸送人員が限られていることな

どが挙げられます。

また、原則として、事前に登録した利用者

を対象とするため、自由に利用することがで

きないこととなります。このため、コミュニ

ティバスをデマンド型乗り合いタクシーに切

りかえた場合、観光やビジネスで当市を訪れ

た方が利用できるのは、既存の路線バスか一

般のタクシーに限られることになります。

このことから、デマンド型乗り合いタク

シーの導入につきましては、さきに述べまし

た実証結果や、これまでのコミュニティバス

の取り組みに係る検証作業の中で、その必要

性を検討してまいりたいと考えております。

○副議長（堀 光雄君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 津波対策につ

いてお答えいたします。

昨年の１０月に青森県から発表されました

津波浸水予測図では、当市においても東日本

大震災以上の浸水区域が示され、現在、それ

をもとに津波避難計画を策定しているところ

であります。

津波避難計画の策定に当たりましては、津

波の第１波の到達時間、津波浸水エリア、避

難者の人数、避難時に利用される車両の台

数、避難道路の規格や本数及び避難所までの

距離等の諸条件により、最も有効と思われる

避難の方法を選択しております。

この中で、三川目、鹿中の町内会について

は、従来どおり徒歩による避難、淋代、細

谷、六川目、織笠、塩釜、新森の町内会にお

いては、浸水区域の広さや避難所までの距離

等を勘案して、車での避難を選択いたしまし

た。

しかしながら、車での避難については、車

の渋滞による逃げおくれ、事故等による避難
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路の閉塞、車を持っていない方や寝たきりの

方などの避難困難者の救済方法等、種々の問

題が想定されます。

これらにつきましては、避難路ごとに利用

する町内会を設定し、車の集中を防ぐ方法

や、新たな避難路の計画、町内会に対する避

難方法の説明、町内会単位での避難困難者の

共助等の対策をとり、問題の解消に当たって

おります。

しかしながら、さらなる安全策を考慮し、

実際の訓練、町内会との打ち合わせ、避難路

の安全性の検証等による問題点の洗い出しを

行う予定であり、避難シェルターにつきまし

ても、その中で、その安全性や有効性など、

情報収集に努めてまいりたいと思います。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 御質問の除排雪

対策についてお答えいたします。

はじめに、今期の除雪業務につきまして

は、昨シーズンと同様に、１２月の後半から

低温及び降雪が続いたことから、一部路線で

は交通の安全確保のために排雪作業も行って

おり、また、南山地区に臨時の雪捨て場を開

設するなどの雪対策を講じてきたところでご

ざいます。

厳しい冬となりましたが、市民の皆様の御

協力もあり、無事に春を迎えることができそ

うな気配でございます。

さて、御提案の第１点目、除雪業者及び行

政と町内会の三者の面談につきましては、問

題点の洗い出しなどに有効な手段だと思いま

す。

当市の場合、手法は若干異なりますが、町

内会長さんや地域の方々と除雪業者及び土木

課が直接現地で改善策を検討するなど、必要

に応じてその都度話し合いを行っているとこ

ろでございます。今後、他市の事例を研究す

るなど、改善の必要性を検討してまいりたい

と考えております。

次に、第２点目の除雪担当業者の広報につ

きましては、当市の除雪業者と担当区域は、

ここ数年大きな変化がないことから、地域の

方々には十分御認識いただいているものと考

えておりますので、今後、必要に応じて周知

方法を検討してまいりたいと思います。

次に、第３点目の空き地の借り上げについ

てでございますが、これまでのところ、三沢

市が貸していただいている雪置き場は、地主

さんの御厚意により全て無償で貸していただ

いているところであり、さらには、除雪業者

が独自に無償でお借りしている雪置き場もご

ざいます。これらの御厚意による雪置き場の

状況を詳しく調べた上で、従来どおりの形で

雪置き場をできる限りふやしてまいりたいと

考えております。

次に、第４点目の農村部の生活道路の除雪

についてでございますが、当市の場合、現在

のところ委託業者による作業で過不足なく除

雪されているものと認識しているところです

が、当該地域の皆様方の御意見を伺いなが

ら、必要に応じてその導入について検討して

まいります。

最後に、５点目の除雪ボランティア団体に

ついては、当市の目指す協働のまちづくりの

推進の上でも大変重要な問題であると考えて

おりますので、今後ともその育成に努めてま

いりたいと考えております。

なお、歩道の除雪に関しましては、既に一

部の路線で、ボランティアの方に御協力をい

ただいているところであり、さらに今年度は

２台の手押しロータリー除雪機を、主に２町

内会に貸し出し、高齢者宅の置き雪処理など

に活用いただいているところであります。

市といたしましては、将来的に、この手押

しロータリー除雪機の貸し出し制度を拡充し

てまいりたいと考えております。

いずれにいたしましても、冬期間の除雪業

務の遂行には、除雪業者のみならず、ボラン

ティア、町内会、ＰＴＡなど多くの方々の御

協力と市民の皆様の御理解が必要不可欠であ

ると考えているところであり、各地の取り組

み事例を研究し、協働のまちづくりによる除

雪業務の改善に努めてまいりたいと考えてお
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ります。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） ４番。

○４番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

今、御答弁いただいた中に、検討するとい

う言葉がたびたび聞かれまして、私は、検討

するというのは、やらないというような、そ

ういう声がございますけれども、私は、市民

のためになることであれば、執行部の皆さ

ん、そして市長、前向きに検討すると私は信

じております。ぜひとも市民のためにしっか

りと検討していただきたいなというふうに思

います。

それでは、再質問ですが、基地問題、公共

交通政策、除雪対策、この３点について質問

させていただきます。

まず、基地問題なのですが、Ｆ－３５、こ

れは、今おっしゃるとおり、答弁の内容から

も、先行きが不透明です。今の段階では、海

のものとも山のものともつかないような状態

になっております。だからこそ、今後、しっ

かりと市民への影響を分析しながら、市民へ

の情報提供に今後努めていく必要があると思

います。

オスプレイについては、やはり何かいま一

つ危機感がないように感じます。やはり沖

縄、厚木等でも、今、四国のほうで訓練が始

まったという高知のところでも、やはり過去

に墜落事故があるのです。

厚木基地も、私この間、視察させていただ

きましたけれども、やはり市街地、住宅密集

地に部品を道路に落としたりとか、過去に墜

落したという、そういう大変な思いをされて

いるので、皆さん本当に必死ですよ。ですか

ら、こういうことは、やはりしっかりと注視

していかなければならないと思うのです。

やはりオスプレイの訓練ルートの関係自治

体というのが、今、先ほど基地渉外課で、窓

口があるというふうにおっしゃっていました

けれども、今、関係自治体は、ホームペー

ジ、それと広報などで市民に対し、オスプレ

イの目撃情報という、それを収集に当たるた

めに、広報を活用して募集しております。見

たら伝えてくださいというふうに努めており

ます。

ですから、当市としても新たにオスプレイ

の訓練の目撃情報、これを窓口をつくって収

集に努めるべきだと思います。そのことにつ

いてお伺いします。

それから次に、公共交通政策なのですけれ

ども、これは今も一生懸命コミュニティバ

ス、北浜地区で５００円とか、改善策に一生

懸命奮闘されているというのは知っておりま

す。

しかし、ここの石岡市というのは、先進事

例をすごく研究したのですね。ぜひとも市役

所の皆さん、執行部の皆さん、担当課に、先

進地への視察、これをお願いしたいと思うの

です。やはり百聞は一見にしかずではないで

すけれども、実際に見て感じていただきた

い。ぜひ検討の項目に視察を考えていただき

たいというふうに思いますので、そのことに

ついて伺います。

それと除排雪対策なのですけれども、さま

ざまな課題が、予算の問題もありますし、本

当に今は暖かくなっていますけれども、やは

り道路脇に積み上げられている雪が大変あっ

て、また大雪が降るかもしれないというよう

なことも言われております。

十和田市もやっているようなのですけれど

も、新年度から、こういういろいろなさまざ

まな問題を改善させるために、雪道懇談会と

か雪対策検討会というのをつくって、春のう

ちから来年の大雪に対しての除雪対策という

検討会を組織しているようなのですけれど

も、三沢市としても、そういうふうなお考え

があるかどうか、そのことをお聞きしたいと

思います。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） Ｆ－３５のほう

ですが、市民への影響については、しっかり

検証してまいりたいと考えております。
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次に、オスプレイの目撃情報、これをしっ

かりやらなければならないのではないかとい

うことですが、今の時点ではルートになって

ございませんので、いざとなったときには、

それなりの対応はしたいと思います。特に、

基地渉外課は非常に濃厚なノウハウを持って

おりますので、十分に対応できるものと考え

ております。

あと、デマンドタクシーの担当課による先

進地視察には、機会があればぜひとも行って

みたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 除雪に対する再

質問で、懇談会、そういったものを十和田市

さんのほうでやっているので、三沢市でもや

る気があるかということでございますが、要

は、形が問題ではなくて、いかに円滑な除

雪、市民の方々の利便性を確保するか、そち

らの目的のほうが大切だと思っております。

大変いいスタイルの懇談会だとは思います

が、当市も、先ほどの副市長の答弁ではござ

いませんが、除雪の苦情については、さまざ

まなノウハウを持ってございます。そういっ

たことでございますので、各町内会の方々、

市民の皆様の方々、今までの苦情を十分吟味

して、今後、歩みをとめずに、より円滑な除

雪、そういったものを目指してまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） ４番。

○４番（奥本菜保巳君） 再々質問をするつ

もりはございませんでしたけれども、今の言

葉を聞きまして、やはり言いたいことがあり

ます。

やはり今、もう現に苦情の、除雪対策のた

くさんの情報を収集しているので、必要がな

いようなことをおっしゃっておりましたけれ

ども、それは十和田市も同じなのです。十和

田市は、雪対策検討委員会、きちんとした組

織を設けることによって、対策に行政として

より深まっているわけですよ。（発言する者

あり）

お気持ちはわかりますが、別に三沢市が

やっていないというふうに私は言っておりま

せんが、きちんと検討委員会を設けて、私は

具体的に市民の声、業者さんの声、そして行

政がどうしてこういう問題に取り組んでいい

のかというので、もっと踏み込めると思いま

す。ぜひとも検討委員会の設置をよろしくお

願いしたいと思いますので、その辺について

を最後にお願いします。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 今、検討委員会

を何とかということで、これは要望に対する

分析ということですが、私ども苦情内容を分

類しておりまして、雪の多い年、少ない年、

１２月から３月までどの時期が多いか、その

ときによってどういう苦情が多いか、全て担

当課で分析してございます。これが背骨に

なっております。

なおかつ、そのほかに毎年毎年の一般の

方々からのケース・バイ・ケースの苦情、そ

れらも当然分析してございます。そういった

ことで、完成度をできるだけ高くしていくよ

うなことを目指して、市民生活に影響のない

ような道路の除雪作業の遂行、円滑な交通を

確保するということでやってございますの

で、必要がないとは申しませんが、絶対必要

だとも感じておりません。そういったこと

で、従来のやり方をもっと深く掘り下げてま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、４番奥本

菜保巳議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（堀 光雄君） 本日は、これを

もって散会いたします。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午後 ３時１７分 散会


